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第１ 組織横断的取り組み 

 

１ 創立８０周年記念事業の推進 

〇 令和８（２０２６）年、本学は、前身の日本社会事業学校創立から８０周

年の節目を迎えることから、一昨年、学内に設置した「８０周年記念事業

準備委員会」を中心に、各種記念事業の実施準備を鋭意行ってきた。 

 

〇 これに合わせ、本学の認知度向上の機会とすることも念頭に、新たにホ

ームページ上に「８０周年記念サイト」を設け、周年事業の趣旨や本学の

歩み・教育の継承を伝えるコンテンツのほか、本学所蔵の貴重図書の紹介、

学長と在学生・卒業生による座談会、歴代学長や卒業生からのメッセージ

等を掲載した。 

 

〇 また、記念事業の柱である記念式典を、本学の創立記念日である令和８

年１１月９日、本学ゆかりの地である原宿に所在する東郷記念館において

開催することを決定した。 

 

２ 入学者確保に向けての取組み 

○ 社会福祉学部においては、一昨年度から実施してきた総合型選抜入試や

指定校による学校推薦選抜入試制度の導入に続き、令和８年度入試からは

新たに共通テスト利用選抜に後期日程を追加し、引き続き入試制度の改善

に取り組んだ。 

 

〇 また、これに合わせて、オープンキャンパスの充実、学部教員による高

校訪問の拡充、いわゆる「赤本」（入学試験過去問題集）の指定校への配

布、受験生向けの国語試験対策講座の開催など、受験生・保護者向けの広

報活動を一層強化した。 

 

 特にオープンキャンパス（３月から９月まで７回開催）については、新た

に理事長を委員長とする「オープンキャンパス委員会」を立ち上げ、全学的



 

 

な取り組み体制を強化するとともに、企画型特別プログラムの実施など、

プログラム内容の充実に一層努めた結果、全体として昨年度と同規模数の

参加者が来学した。 

 

 また、ホームページにおいては、本学に対する認知度の向上を目指し、ト

ップページの更新、本学の教育活動や取り組みを伝える「お知らせ」サイト

の充実のほか、公式Instagramを新たに開設するなど、一層の充実した情報

発信に努めた。 

 

 高校内ガイダンスおよび出張講義については、各部局の協力のもと、依

頼のあった高校に対しては原則としてすべて対応し、高校教員との関係強

化に努めた結果、オープンキャンパスへの参加や高大連携協定の締結にも

つなげることができた。 

 

また、昨年度に引き続き、全国の高校進路指導部を対象にした本学の教育

内容や入試制度を紹介する説明会を対面とオンラインを併用する形式で実

施した。 

 

 また、受験準備を始めたばかりの高校生にも早めに本学を知ってもらう

ため、Ｗeb上で個別相談および大学見学の申込ができる仕組みを新たに整

備した。 

 

 また、引き続き西武線において車内ドア広告を行ったほか、新たに池袋

駅構内でサイネージ広告を実施した。 

 

なお、入試合格者に対しては学長・学部長と専任教員から入学手続きを促

すメッセージの発信を行った。 

 

その結果、総合型選抜と学校推薦選抜を合わせた「年内入試」の志願者及

び入学者は、昨年度と同程度を維持し、年明けの一般選抜及び共通テスト

利用選抜では例年よりも受験生は減少したものの、一般選抜・共通テスト

利用選抜（前期）における合格者入学率が大幅に上昇し、入学者の総数は昨

年度より１７人増加し１７０人となった。 

 

○ 研究大学院（社会福祉学研究科）においては、学部在学生（特に３・４年



 

 

次生）を対象に、年度初めのオリエンテーションで大学院進学に関する案

内を行ったほか、大学院への進学促進を図るべく、各種媒体および SNS を

活用した広報活動を展開するとともに、オンラインによる入試説明会を実

施した。 

 

しかしながら、博士前期課程においては、昨年度から新たに設けられた留

学生入試枠や在学生に向けた進学勧誘活動を積極的に展開した学内推薦枠

で若干の出願はあったものの、入学者は５人と前年度に引き続き減少する

結果となった。 

 

一方、博士後期課程においては、前年度から導入した学内推薦枠で４人

（前年度２人）、一般入試枠でも５人（前年度２人）と例年を上回る出願者

があった結果、入学者は５人（前年度４人）と前年度よりも１名増加した。 

 

〇 専門職大学院（福祉マネジメント研究科）においては、専門職大学院の

ホームページが出願者数の増加に十分結びついていない状況を踏まえ、そ

の改善に重点的に取り組んだ。 

 

また、より分かりやすいリーフレットの作成、FacebookなどSNSの活用

など、多様な媒体を通じた広報活動を展開したほか、受験者の様々な関心

に対応し、オンライン・ハイブリッド・対面を組み合わせた説明会及び模

擬授業を実施した。 

 

また、指定法人推薦及び地方公共団体推薦による志願者確保のため、３

つの指定法人、４つの地方自治体を訪問し、専門職大学院の説明と推薦依

頼をしたが、指定法人推薦入試では３名の推薦があったものの、地方公共

団体の現職者は、推薦ではなく有資格者枠で５名と一般枠で１名の入学者

があった。また、国家公務員の現職者も有資格者と一般枠で各１名入学し

た。 

 

  これらの結果、入学者の総数は前年度の３０人から３６人に増加した。 

 

○ 通信教育科においては、例年実施している案内等の配布、職能団体のHP

への掲載、ジオターゲッティング・スクリレポイント広告に加え、今年度

は新たにラジオＣＭ・ADash（エーダッシュ）広告や週に１回YouTubeショ



 

 

ート動画の作成・配信等を実施したほか、保育士養成課程をもつ大学への

入学案内、PRチラシ等配布、オンライン相談会の実施、現任者の中でも管

理者層や福祉学科以外の一般大学卒業者にもターゲットを広げたきめ細

かな広報活動を展開したが、社福短期課程入学者数は前年度並みを維持で

きたものの、全体の入学者数は減少する結果となった。 

 

３ 社会福祉学部の学科名称変更 

〇 令和８年度から社会福祉学部福祉計画学科及び福祉援助学科の名称をそ

れぞれ共生社会デザイン学科及びソーシャルワーク学科に変更することに

伴い、公式ホームページ上に特設ページを設け、変更の趣旨、学びの内容、

養成する人材像等をわかりやすく整理・掲載し、受験生、高校関係者、在学

生、卒業生等の学内外関係者への周知を図った。 

 

 

４ 新教務システムの導入 

〇 ３年越しに進めてきた新教務システム導入については、システムの詳細

設計、必要なデータ移管など、システム業者と綿密な打合せを重ねてきた

結果、予定通りシステムの構築が完了し、年度末に教員向け操作説明会を

対面及びオンラインで開催したほか、在学生に対しても操作説明会を実施

し、新年度から新教務システムへのスムーズな移行ができる見込みとなっ

た。 

 

５ 学生支援策の強化 

〇 障害学生支援については、修学するすべての学生が障害の有無によって

分け隔てられることのない大学・社会（「共生社会」）の実現を目指し、引

き続き「日本社会事業大学障害学生支援に関する基本方針（規則）」に基づ

き、「日本社会事業大学障害学生支援室」を中心に支援を行った。 

 

また、教職員・要支援学生向けにそれぞれ学生支援に関する「手引き」を

作成し、更新に際してはその都度説明会を開催してその周知を図った。 

 

○ 就職支援については、各種就職ガイダンス、法人合同説明会、模試等を

精力的に実施したほか、就職後にミスマッチが生じないよう、エントリー



 

 

シートや面接で自己の考えを十分表現できるよう、添削指導や模擬面接の

強化に取り組んだ。 

 

 また、学内に設けた相談窓口「Cién Café スイッチ」に就職相談やグル

ープ学習のためのWeb予約システムを取り入れ、学生の利便性向上に努め

た。 

 

また、卒業生と連携し、計１５回「VOICE＃.活躍する卒業生に会いに行こ

う！」のメッセージをWebポータルで配信するなど、学生の就職にまつわる

不安払拭などに努めた。 

 

さらに、内定獲得に苦戦している学生に対しては、個別指導や面接対策等

を積極的に講じた結果、令和８年３月末時点で就職希望者の９７．２％（前

年度９７．８％）の内定率（内定者のうち約４割が公務員、約９割が福祉関

連分野へ就職）を達成することができた。 

 

〇 社会福祉士等国家試験対策については、模擬試験や各種対策講座、グル

ープで学び支え合うための環境の整備等を行ったほか、「国家試験対策委

員会」による「応援リレーメッセージ」や「合格ニュース」の配信等によ

り、自分にあった効果的な学習方法を獲得できるような実践的アドバイス

や情報提供等を積極的に行った。 

 

また、模擬試験終了後、各自自己採点を行うよう働きかけ、優先的に取り

組むべき弱点科目を明らかにすることで、得点力を向上できるよう努めた。 

 

その結果、第３８回社会福祉士国家試験では、本学新卒学生の合格率は、

８４．８％（合格者１２３名）となり、前年度の６９．６％から大きく上昇

した（新卒受験者１００名以上の大学で全国１位）。 

 

〇 また、精神保健福祉士と介護福祉士国家試験の合格率については共に

１００％（それぞれ合格者１６名と１２名）の合格率となった。 

 

〇 公務員試験対策については、模擬試験のほか、対面での筆記・面接対策

の指導、試験内容の変更などの最新情報の提供、「SPI 試験対策講座」、公



 

 

務員向けの「プレゼンテーション面接対策講座」などを実施した結果、地

方公共団体職員など公務員に５５人(前年度３６人)が内定した。 

 

〇 高等教育修学支援新制度については、新たに第Ⅳ区分（多子世帯）及び

多子世帯（区分無関係）が追加され、合計１６２人（前年度１０３人）に文

部科学省より授業料等減免費交付金が交付された。 

 

〇 近年増加傾向にあるメンタルヘルスに関する学生相談に対応するため、

専門相談員によるケースカンファレンス（計６回）やスーパービジョン（計

５回）を実施したほか、要緊急事例についての要因等の分析と対応に着手

した。 

 

〇 ４月のオリエンテーションフェスティバルでは、若者自殺対策、悪質商

法やSNSトラブル等の被害防止のための企画や、学生自治会・サークル協議

会による全学年交流会の実施を通じ、新入生が円滑に大学生活へ馴染むた

めの支援を行った。 

 

６ 高大連携の取組み 

〇 今後の本学における高大連携事業を円滑に推進していくため、新たにホ

ームページに特設サイトを設け、改めて高大連携プログラムの基本的な考

え方を整理し、探究学習支援、出張講義、大学見学等を軸とした連携内容

の枠組みを明確化するとともに、新たに５校と高大連携協定を締結した（合

計６校と協定締結）。 

 

７ 社会貢献の推進 

○ 清瀬市と市内の本学・明治薬科大学・国立看護大学校の３大学による連

携事業（清瀬アカデミア）の一環として、新たに市民まつりなどの市のイ

ベントに参加することを検討した。 

 

○ 北海道中川郡音威子府村との間で相互に協力し、地域社会の発展および

人材の育成に寄与することを目的に共生社会の推進および福祉のまちづ

くりに関すること並びに次代の地域福祉を担う人材の育成に関すること

などを内容とする包括的な連携協定を締結した。 



 

 

 

○ 東京都住宅供給公社との間で結んだ「公社賃貸住宅及び周辺地域の活性

化に係る連携・相互協力に関する協定」に基づき、久留米下里住宅に新た

に４名の学部新入生が入居し、夏祭り、敬老会、防災訓練、自転車整列、

防犯パトロール、スマホ相談会、座談会等への参加を通じて団地を中心と

した地域の活性化に貢献した。 

 

また、新たに東京都住宅政策本部との間で結んだ「都営住宅及び周辺地

域の活性化に係る連携・相互協力に関する協定」に基づき、清瀬野塩アパ

ートに５名（学部生３名大学院生２名）が入居し、団地の自治会活動への

協力、地域交流活動に貢献した。 

 

〇 １０月の大学祭は、天候に恵まれず、来場者は１日目４２０人、２日目

４１２人、合計８３２人と前年度（２，０１５人）に較べ減少したが、社大

祭実行委員会を中心に市役所（清瀬市・東村山市）や地域住民と一体とな

って様々な企画やＰＲ活動を積極的に展開した。 

 

○ 福祉系大学経営者協議会によって開催された各種委員会・各種勉強会の

活動に参加し、大学運営に関する情報共有とスキルアップに努めた。 

 

８ 内部統制システムの整備 

○ 改正私立学校法の施行を踏まえ、危機管理体制の整備を含む内部統制シ

ステム構築のため、必要な諸規程の整備を行った。 

 

 

２ 各組織の主要な取り組み 

 

１ 学長室 

○ 「社会福祉研修センター」においては、前年度に引き続き厚生労働省か

らの委託を受け、オンライン形式による地方自治体職員・福祉関係者向け

社会福祉研修事業を実施した。 

 

具体的には、国が進める包括的支援体制と地域共生社会の実現に向け

て、様々な専門的・実践的知見を有する講師を招へいし、「包括的支援体



 

 

制と地域共生社会・共生社会の実現に向けた総合研修」を行った（横断的

事項７回、こども家庭支援・障害者支援・高齢者支援の専門分野別各３

回）。 

 

また、同研修の一環として、特別講義や受講生 OB・OG による実践発表に

加え、アドバンスト・コースとして専門職大学院リカレント講座と共催し

た新たな研修を実施するなど、福祉行政の現場で需要の高いテーマ設定と

質の高い研修内容を実現した。 

 

さらに、オンライン研修後は、録画データを活用したオンデマンド研修を

実施した結果、２９７名の参加が得られ、オンライン研修参加者８１名と

合わせて、計３７８名が研修を受講した。 

 

〇 「未来ビジョン推進センター」では、生成 AI の台頭をはじめ、福祉分野

における AI 等のデジタル技術に対応するための体制強化を行い、学内に提

供するプログラム等の検討を図った。 

 

〇 「多心型福祉連携センター」においては、６月の社大福祉フォーラム（学

内学会）で、「災害における認知症の人と介護家族への包括的支援につい

て～能登半島地震における支援から考える～」と題した自主企画のシンポ

ジウムを開催し、災害時の包括的な支援の課題について議論を行った。 

 

さらに、多心型福祉連携の一形態として、令和６（２０２４）年度より実

施している農林水産省の「農山漁村振興交付金」による「社大の農的空間創

出（新農福連携）プロジェクト」を継続して実施した。 

 

その一環である世代間交流活動においては、令和６年度に引き続き中庭

に設置したレイズドベッド・ベジトラグを使用し、学生、保育園児、高齢者

等による農作物の植付け・収穫活動を実施したほか、昨年度に引き続き地

域との人的交流を目的とした２頭のヤギの飼育を行った。 

 

〇 「自己点検・評価検討委員会」においては、全学的な自己点検・評価を実

施し、その結果を令和７年１０月に「２０２４（令和６）年度自己点検・評

価報告書」として公表した。 

 



 

 

また、令和４年度に実施された大学機関別認証評価によって指摘された 

改善事項について、６月に「対応状況報告書」を認証評価機関である独立行

政法人大学改革支援・学位授与機構に提出した。 

 

２ 社会福祉学部 

〇 令和１０年度の実施を目指し、カリキュラムの抜本的な見直しのための

スケジュール等の検討に着手した。 

 

〇 令和６年度から開始した本学、明治薬科大学、国立看護大学校合同のサ

マースクール適用科目「清瀬市内大学合同プログラム（多職種協働）」（１

単位付与）に、令和７年度は、本学から１３名の学生の参加があった。 

 

〇 入学前教育の一環として総合型選抜及び学校推薦型選抜入試合格者に対

して行ったハイブリッド方式による社大入学前セミナーには、７９名の参

加者があった。なお、欠席者に対しては YouTube 動画を配信した。 

 

○ 令和７年度においては、福祉計画学科５５人、福祉援助学科９５人、計

１５０人に学士（社会福祉学）の学位を授与した。 

 

 

３ 研究大学院及び専門職大学院 

[研究大学院] 

〇 博士論文審査の公平性と透明化を図るため、審査手続きについて明確化

するとともに、博士論文学外審査委員の登用を進めた。 

 

〇 入学者の安定確保に向けて、令和９年度入試から博士後期課程の学内推

薦入試において、本大学院の前期課程修了者すべてを対象とすることにし

た。 

 

〇 近年の入学者の中には、必ずしも社会福祉を専門としない学群の出身者

や留学生が増加傾向にあることから、社会福祉の基礎力を補うため、大学

院学則第１０条に基づいた学部講義の聴講ができるよう、所要の手続き方

法を整備した。 

 



 

 

〇 大学院講義室に設置するプロジェクターに代えて、インタラクティブボ

ードを導入するなどの最新機材を整備した。 

 

〇 令和７年度においては、前期課程で７名、後期課程では３名（うち９月

修了１名）にそれぞれ「修士（社会福祉学）」及び「博士（社会福祉学）」

の学位を授与した。 

 

[専門職大学院] 

〇 実務者教育を柱とする専門職大学院として、「仕事との両立」を求める

入学志望者からのニーズに積極的に応えるため、オンライン授業の拡大を

目指して検討を進めた。その結果、次年度より平日授業においては完全オ

ンライン授業を実現する方向で取り組むこととした。 

 

〇 リカレント講座については、全１０講座がオンライン又はハイブリッド

形式で実施され、延べ２０６人が受講した。また、リカレント講座で培わ

れたネットワークを活用して、模擬授業・時間割の案内や新任教員紹介等

を行い、専門職大学院の魅力発信に努めた。 

 

〇 福祉実践フォーラムについては、「災害ソーシャルワークの未来」をメ

インテーマとして、１０月１９日に大崎ブライトコアホール（品川区）を

会場に、事前申込者３１７人の申し込みを得てハイブリッド形式で実施し

た。当日は５人のパネリストを招き、基調講演やパネルディスカッション

を実施した。 

 

〇 厚生労働省委託オンライン研修において、教員が講師として参画するな

ど学長室社会福祉研修センターとの連携に努めた。 

 

〇 外部有識者を交えた「専門職大学院教育課程連携協議会」を開催し、魅

力あるカリキュラムの構築、リカレント教育の展開、専門職大学院に求め

られる教育、競合の時代を乗り越えるための方策等について活発な議論を

行った。 

 

〇 令和７年度においては、標準履修１９名、長期履修１３名の計３２名に

「福祉マネジメント修士（専門職）」の学位を授与した。 

 



 

 

４ 通信教育科 

〇 前年度同様、受講生への動画配信を国家試験対策講座関係事業者に委託

するとともに、通信限定対策講座の対面授業を充実させた結果、社会福祉

士国家試験合格率（全国平均６０.７％）については、一般養成課程８４.

７％（１００名合格）、短期養成課程５２.０％（１３名合格）、精神保健

福祉士国家試験合格率（全国平均７８.２％）については、短期養成課程

９６.９％（１２４名合格）となり、精神保健福祉士・社会福祉士一般養

成課程の合格率は全国平均を大きく上回る結果を維持した。 

 

５ 社会事業研究所 

〇 学内共同研究事業として５課題（指定研究２課題・一般研究３課題）

を採択し、その研究成果の公表を行った。 

 

○ 文部科学省・厚生労働省の科学研究費補助金助成事業については、採

択件数の増大を目指し、公募説明会や申請手続きの作成などの支援を実

施した結果、令和８年度分の文部科学省科学研究費助成事業は新規採択

１課題・継続延期８課題の計９課題が採択された。 

 

その他、厚生労働省老人保健推進事業を１件受託し、加えて生活協同

組合関係団体の助成金を２件得ることができた。 

 

〇 院生個々の研究活動に対する外部助成金（日本学術振興会特別研究員

等）の獲得に向けて、「学生研究活動補助金制度」を募り支援した。 

 

〇 研究者又は研究に携わる関係者を対象にコンプライアンス教育の活

動等の推進を目的とした研修を実施した。 

 

〇 国際交流関連の事業としては、令和７年６月にアメリカ（カリフォル

ニア州立大学）、８月には韓国（カトリックコットンネ大学）及びオー

ストラリア（ニューサウスウェールズ大学）、１１月には清瀬市三大学

連携の下、ベトナム（ハイズオン医療技術大学）が本学での訪日プログ

ラムを実施し、加えて１１月にアジア太平洋ソーシャルワーク教育連盟



 

 

（APASWE）との共催によりスリランカでの国際シンポジウムを開催し、

一層の関係強化を図った。 

 

〇 大学創立８０周年記念特集号の紀要刊行の寄稿者を選定、執筆を依頼

し、発刊の準備を進めた。 

 
 

６ 図書館 

○ ICT推進・図書館機能充実の一環として、３階コンピュータ室のパソコン

を更新（３０台）、大型モニター・ポータブルプロジェクタ－・充電スタン

ドを増設した。また、図書館総合展に職員を２名派遣し、最新のICT機器の

情報収集や蔵書点検等の専門業務を取扱う業者と情報交換を行った。 

 

○ 所蔵スペースの確保及び未登録・未整理の資料を計画的に分析し、棚卸

作業を進めた。年度末の退職教員からの寄贈図書については、リスト化を

前提に厳選する仕組みを整えた。 

 

○ 地域貢献の一環として、市内中学校２校の職場体験と市内小学校１校の

生活科見学の受け入れや、地域のNPO団体が作成する「子どもの居場所MAP」

に本学の子ども福祉図書館を登録した。 

 

〇 図書館棟外壁改修工事の一部計画変更により、１階貴重図書室内の老朽

化した空調機器を更新したことで、精密な温湿度管理が可能となり貴重図

書の劣化・虫菌害防止や長寿命化、更には施設の省エネ化が図られた。 

 

 

７ 子ども学園 

〇 子ども学園については、定員３０名に対し利用者実人数が年間平均２６．

７名（前年度は２７名）、利用率は年間平均７６．９％（前年度は８１．５

％）となった。 

 

なお、障害児相談支援事業については、清瀬市による指定の更新が行わ

れ、利用者数は令和８年３月末時点において２８人であった。 

 



 

 

８ 法人本部 

1）法人運営 

 

〇 令和８年１１月に本学創立８０周年を迎えることから、昨年度、記念事

業の企画、検討を行うための準備委員会を設置し、令和７年度は全４回開

催した。 

 

〇 公式ホームページについては、コンテンツを探しやすくするため、トッ

プページをリニューアルするとともに、受験生が入学後および卒業後の姿

を具体的にイメージでき、本学の教育力・学びの特色が伝わるコンテンツ

の掲載やオープンキャンパス特設ページのリニューアルに重点的に取り組

んだ。 

 

〇 教職員への説明会を経て、令和８年度から、教育職員を対象に専門業務

型裁量労働制を導入した。 

 

〇 全教職員を対象に、文部科学省の教材を使用したオンデマンド形式によ

るハラスメント研修を実施したほか、引き続きリーフレットの配布等を通

じてハラスメント相談員の周知に努めた。 

 

〇 令和７年度においては、評議員会２回、理事会６回、常務理事会１２回

を開催し、私立学校法の改正により義務付けられた各理事の職務執行状況

について、理事会において適切に報告を行った。 

 

2) 組織改正 

〇 事務局体制の強化のため、事務局各部署の職務分担を改め、新たに以下

の組織を置くこととした。 

 

監査室 

総務部広報・高大連携室 

  総務部情報・施設管理室 

学生支援部入試課 

 

3）財政運営 

〇 学部、通信教育科等の入学者数の減少に伴う学生納付金収入の減及び人



 

 

件費等諸経費の増加に伴う支出の増により、引き続き大変厳しい財政状況

にあることから、鋭意、業務効率化と経費節減に努力したが、昨年度に引

き続き赤字決算となった。 

 

4）施設・設備整備 

〇 令和７年度においては、国の施設整備費（約２９８百万円）により図書

館棟の屋上防水及び外壁改修工事を実施したほか、以下の施設・設備の整

備を行った。 

 

［竹丘校舎］ 

・体育館自動ドア修繕工事 

・防災センター設備バッテリー交換 

・消防設備点検不具合箇所修繕 

・教学Ｂ棟テニスコート側通用口修繕 

・駐車場アスファルト陥没箇所修繕 

・危険樹の剪定・伐採 

・Ａ１０１大講義室入口上部へのピクチャーレール等設置工事 

・各棟設置冷水器の一部更新 

・介護実習棟エレベーター改修 

・ガス漏洩警報機更新  

・Windows10ＰＣの入れ替え 

・無線ＬＡＮ環境の増強（アクセスポイントの増設・移設・交換） 

・学内案内板更新・中庭掲示板撤去 

 

［文京校舎］ 

・汚水槽内フロートスイッチ位置調整 

・受水槽排水ポンプ更新工事 

・低濃度ＰＣＢ含有疑いコンデンサー更新 

・ウォシュレットの交換 

［松窓寮］ 

・消防設備点検不具合箇所修繕 

・女子寮３０３号室内床タイル貼替 

 

［ゲストハウス］ 

・隣地越境樹木の剪定・伐採 



 

 

（参考） 
 

１ 法人の概要 
 

法人の名称 学校法人日本社会事業大学 

法人の住所 東京都清瀬市竹丘三丁目１番３０号 

法人の電話番号 042-496-3000 

法人のFAX番号 042-496-3001 

法人のホームページ https://www.jcsw.ac.jp/ 

 
 
２ 学校法人の沿革 
 

年  月 経 緯                

 

昭和 3年 4月 

昭和21年10月 

昭和21年11月 

 

 

昭和22年 3月 

昭和22年 4月 

 

昭和23年 1月 

昭和25年 3月 

昭和25年 4月 

昭和26年 3月 

昭和26年 4月 

昭和33年 3月 

昭和33年 4月 

昭和36年11月 

昭和37年 3月 

昭和37年 4月 

昭和40年 2月 

昭和44年 4月 

昭和56年 1月 

平成元年 4月 

 

財団法人中央社会事業協会は「社会事業研究生制度」を発足（本学の淵源） 

財団法人中央社会事業協会は日本社会事業学校を開設 

 財団法人中央社会事業協会は厚生省（現 厚生労働省）の委託を受け、昭和 

21年11月9日、日本社会事業学校を創立（東京都牛込区原町に開校） 

（本学の前身） 

日本社会事業学校廃止 

財団法人日本社会事業協会設立（財団法人中央社会事業協会を改組） 

日本社会事業専門学校開校（本科3年：50人・研究科1年：50人） 

東京都渋谷区原宿（現・神宮前）に校舎移転 

日本社会事業専門学校廃止 

日本社会事業短期大学設置（社会事業科2年：50人） 

学校法人日本社会事業学校設立（学校教育法に基づく設置） 

日本社会事業学校研究科夜間部（後の専修科）設置（1年：50人） 

日本社会事業大学設置 

日本社会事業大学開学（社会福祉学部社会事業学科：50人・児童福祉学科：5                      0人） 

日本社会事業大学社会福祉学会設置、「社会事業研究」創刊 

日本社会事業短期大学廃止 

学校法人日本社会事業大学設立（学校法人日本社会事業学校改称） 

附属いたる学園開設 

社会福祉学部保母課程設置 

附属いたる学園を改組し、附属子ども学園開設（知的障害児通園施設） 

東京都清瀬市へ移転開学（渋谷区神宮前から） 



 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

平成 4年 4月 

平成 6年 4月 

平成 8年 4月 

平成10年 4月 

平成11年 4月 

  〃 

  〃 

平成12年 3月 

平成12年 4月 

平成13年 4月 

  〃 

  〃 

平成16年 3月 

平成16年 4月 

  〃       

平成17年 4月 

平成18年 4月 

平成21年 3月 

平成21年 4月 

  〃 

  〃 

平成25年 4月 

平成27年 4月 

平成28年 4月 

〃 

〃 

平成28年10月 

  〃 

平成29年 4月 

  〃 

  〃 

平成30年 4月 

大学院社会福祉学研究科設置（修士課程2年：15人） 

社会福祉学部定員変更（児童福祉学科50人→100人） 

日本社会事業学校定員変更（研究科50人→80人・専修科50人→20人） 

社会福祉学部に社会福祉士国家試験受験資格指定科目を設置  

 社会福祉学部児童福祉学科に介護福祉コ－ス設置（4年制：25人） 

大学院社会福祉学研究科博士後期課程設置（3年：5人） 

社会事業学科を福祉計画学科に児童福祉学科を福祉援助学科に名称変更 

社会福祉学部に精神保健福祉士課程設置 

社会福祉学部福祉援助学科に児童ソーシャルワーク課程設置 

社会福祉学部編入学定員設定（福祉計画学科：20人・福祉援助学科：20人） 

日本社会事業学校社会福祉主事資格認定通信教育科設置（1年：800人） 

日本社会事業学校専修科廃科 

日本社会事業学校社会福祉士通信教育課程設置（1年7月：400人） 

社会福祉学部福祉計画学科に福祉科教員養成課程設置 

日本社会事業学校精神保健福祉士通信教育課程設置（1年7月：200人） 

日本社会事業学校精神保健福祉士通信教育課程短期コース設置（9月：100人 

日本社会事業学校廃止 

日本社会事業学校廃止に伴い、日本社会事業大学通信教育科に名称変更 

大学院福祉マネジメント研究科（専門職大学院）設置（1年：80名） 

通信教育科精神保健福祉士短期養成課程定員増(100人→150人) 

文京社会福祉専門学校（定員40人）を設置する学校法人光照学園と合併 

文京社会福祉専門学校廃止 

 社会福祉学部に特別支援学校教員養成課程設置 

社会福祉学部にスクールソーシャルワーク課程設置 

専門職大学院に長期履修制度（2年）を導入 

 附属子ども学園（知的障害児通園施設）は児童発達支援センターに改変 

 通信教育科社会福祉士短期養成課程設置（1年：80名） 

 社会福祉学部定員変更（計画学科50人→55人・援助学科100人→105人） 

 社会福祉学部編入学定員変更（両学科20人→10人） 

 大学院福祉マネジメント研究科専門職学位課程定員変更（80人→60人） 

 社会事業研究所「国際・アジア福祉研究教育センター」設置 

社会事業研究所「社会福祉技術支援・人材センター」設置 

 通信教育科精神保健福祉士一般養成課程廃止 

通信教育科社会福祉主事養成課程定員変更（800人→650人） 

学生支援課にボランティアセンターを設置 

学長室を設置（地域貢献センター、災害ソーシャルワークセンター設置） 



 

 

  〃 

平成31年 4月 

令和2年  4月 

令和3年 4月 

令和4年 4月 

令和5年 4月 

 専門職大学院教育課程連携協議会を設置 

 通信教育科社会福祉士一般養成課程履修年限変更（2年→1年6ヶ月） 

 学長室組織再編（社会福祉研修センター、未来ビジョン推進センター設置） 

 大学院福祉マネジメント研究科専門職学位課程定員変更（60人→50人） 

 学長室に多心型福祉連携センターを設置 

 通信教育科社会福祉主事養成課程定員変更（650人→500人） 

 
 
３ 設置する学校等 
 
（１）日本社会事業大学 

          社会福祉学研究科（研究大学院） 

         福祉マネジメント研究科（専門職大学院） 

         社会福祉学部  福祉計画学科、福祉援助学科 

        通信教育科   社会福祉主事養成課程、社会福祉士一般養成課程、 

社会福祉士短期養成課程、精神保健福祉士短期養成課程 

                      

（２）附属機関等 

        社会事業研究所、附属図書館、附属実習施設子ども学園  

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
４ 学生の修学年限・規模等 
 

区 分 学部・学科等 入学定員 修業年限 摘  要 

大 学 

社 

会 

福 

祉 

学 

部 

福祉計画学科 
１年次入学  55人 4年 

 
３年次編入学  10人 2年 

福祉援助学科 

１年次入学 105人 4年 

 
３年次編入学  10人 2年 

大学院    

社会福祉学       

研 究 科       

（研究大学院） 

博士前期課程  15人 2年 
 

博士後期課程   5人 3年 

福祉マネジメント 

研 究 科       

(専門職大学院) 

専 門 職      

学 位 課 程 
 50人 1年 ※長期履修生は2年 

計 （通学制） 入学定員：250人  （収容定員：775人） 

通信教育科 

社会福祉主事養成課程 500人 1年  

社会福祉士一般養成課程 360人 1年6ヶ月  

社会福祉士短期養成課程 140人 9ヶ月  

精神保健福祉士短期養成課程 150人 9ヶ月  

計 （通信制） 入学定員：1,150人 

 

５ 授与する学位 

 

大
学

 
 
 

社会福祉学部 学士（社会福祉学） 

大
学
院 

社会福祉学研究科 

（研究大学院） 

博士前期課程 修士（社会福祉学） 

博士後期課程 博士（社会福祉学） 

福祉マネジメント研究科（専門職大学院） 福祉マネジメント修士（専門職） 

 

 

  



 

 

６ 教育組織図 
                                  

博士前期課程        
 

                                   

               社会福祉学研究科            

（研究大学院）            

   
社会 福祉 学専攻           

        

                          

                                  
博士後期課程        

 

                                   

                                        

               福祉ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究科           

（専門職大学院）            

   
福祉ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻           

        

 

学
校
法
人 

日 
 

本 
 

社 
 

会 
 

事 
 

業 
 

大 
 

学 

                       

                                      

                       
福 祉 計 画 学 科           

        

                               

   
日本社会事業大学           

   
社 会 福 祉 学 部           

                  

                        

                       
福 祉 援 助 学 科           

        

                               

                                      

             
通 信 教 育 科           

   
社 会 福 祉 士 一 般 養 成 課 程                  

     

                     

                                      

                       
社 会 福 祉 士 短 期 養 成 課 程                  

     

                            

                                      

             
 

   
精神保健福祉士短期養成課程                  

     

                     

                                      

                       
社 会 福 祉 主 事 養 成 課 程                  

     

                            

                                      

                               

   
監事 

                        

                     
 

     

                              

   
理事会 

  
常務理事会 

  
社会 事業 研究所            

   
国際・アジア福祉研究教育センター                  

     

               

                                        

                         
社会福祉技術支援・人材センター                   

     

   
評議員会 

                       

                                    

               
附 属 図 書 館            

                  

                                 

                                        

                                        

               附 属 実 習 施 設            

（子 ども 学園）           
（児童発達支援センター） 

        

                       

                                        

                                        

               
学 長 室           

   
社  会  福  祉  研  修  セ  ン  ター 

     

                       

                                        

                         
未 来 ビ ジ ョ ン 推 進 セ ン ター 

     

                              

                               

                         
多 心 型 福 祉 連 携 セ ン ター 

     

                              

 

 

 

 

 

 



 

 

７ 理事及び監事（令和 8年 3 月 31日現在） 

・理事の定数： 7～11 名  現員： 8 名   ・監事の定数： 2 名  現員： 2 名 

役職 氏名 就任日 区分 現職等 

理事長 名取 はにわ 令和 7 年 5 月 27 日 常勤 学校法人日本社会事業大学理事長 

専務理事 井口  直樹 令和 7 年 5 月 27 日 常勤／代表業務

執行理事 

学校法人日本社会事業大学専務理事 

理事・学長 横山  彰 令和 7 年 5 月 27 日 常勤／業務執行

理事 

日本社会事業大学学長 

理事 村田 文世 令和 7 年 5 月 27 日 常勤／業務執行

理事 

日本社会事業大学社会福祉学部教授 

理事 山岸  仁 令和 7 年 5 月 27 日 常勤／業務執行

理事 

学校法人日本社会事業大学常務理事・ 

事務局長事務取扱 

理事 岡本 多喜子 令和 7 年 5 月 27 日 非常勤 明治学院大学名誉教授 

理事 紙谷 雅子 令和 7 年 5 月 27 日 非常勤 学習院大学名誉教授 

理事 蒲原  基道 令和 7 年 5 月 27 日 非常勤 社会福祉法人同愛記念病院財団 

理事長 

監事 清水 至 令和 7 年 5 月 27 日 非常勤 清水至公認会計士事務所所長・公認会

計士 

監事 関口 典子 令和 8 年 3 月 24 日 非常勤 独立行政法人国際協力機構 監事 

 

役員賠償責任保険契約の状況： 

 日本私立大学協会役員賠償責任保険に継続加入している。 

責任の免除・責任限定契約：  

本法人寄附行為第 60 条「責任の免除」、第 61 条「責任限定契約」に記載している。 

 

８ 評議員（令和 8 年 3月 31日現在） 

・評議員の定数： 16～22名  現員： 17 名     

氏名 就任日 選任区分 

有松 育子 令和 7 年 5 月 27 日 この法人に関係のある社会事業団体の役員又は学識経験者 

尾形 裕也 令和 7 年 5 月 27 日 この法人に関係のある社会事業団体の役員又は学識経験者 

萱間 真美 令和 7 年 5 月 27 日 この法人に関係のある社会事業団体の役員又は学識経験者 

木倉 敬之 令和 7 年 5 月 27 日 この法人に関係のある社会事業団体の役員又は学識経験者 

小滝 一幸 令和 7 年 5 月 27 日 この法人の設置する学校の卒業者 

杉山 京子 令和 7 年 5 月 27 日 この法人の設置する学校の卒業者 

竹田 幹雄 令和 7 年 5 月 27 日 この法人の設置する学校の卒業者 

鶴岡 浩樹 令和 7 年 5 月 27 日 この法人の職員のうちから選任された者 

殿岡 裕章 令和 7 年 5 月 27 日 この法人に関係のある社会事業団体の役員又は学識経験者 

永瀬 伸子 令和 7 年 5 月 27 日 この法人に関係のある社会事業団体の役員又は学識経験者 

芳賀 信彦 令和 7 年 5 月 27 日 この法人に関係のある社会事業団体の役員又は学識経験者 

古都 賢一 令和 7 年 5 月 27 日 この法人に関係のある社会事業団体の役員又は学識経験者 

松井 弘稔 令和 7 年 5 月 27 日 この法人に関係のある社会事業団体の役員又は学識経験者 

水田 邦雄 令和 7 年 5 月 27 日 この法人に関係のある社会事業団体の役員又は学識経験者 

森 千佐子 令和 7 年 5 月 27 日 この法人の職員のうちから選任された者 

森田 憲英  令和 7 年 5 月 27 日 この法人に関係のある社会事業団体の役員又は学識経験者 

山下 康 令和 8 年 3 月 24 日 この法人に関係のある社会事業団体の役員又は学識経験者 



 

 

 

９ 会計監査人（令和 8年 3月 31日現在） 

 

 定数： 1 人 現員： 1 人 

名称   就任日 

監査法人東海会計社 令和 7年 5月 27日 

 

 

１０ 理事選任機関の概要 

・この法人の理事選任機関は、評議員会とする。 

・理事選任機関の構成員は、全ての評議員とする。 

 

 

１１ 学校法人の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備及び

運用状況の概要 

 

（１）関係する決議の概要 

規則・規程名 概要【制定・改正】 

学校法人日本社会事業大学内部統制システムの整備

に関する基本方針（規則） 

制定：令和 7 年 4 月 1 日 

改正：令和 8 年 4 月 1 日 

（２）体制整備及び運用状況の概要 

規則・規程名  概要【制定・改正】 

学校法人日本社会事業大学理事会設置・運営規程 制定：令和 7 年 9 月 22 日 

学校法人日本社会事業大学評議員会設置・運営規程 制定：令和 8 年 4 月 1 日 

学校法人日本社会事業大学リスク管理及び危機管理

に関する規程 
制定：令和 8 年 4 月 1 日 

学校法人日本社会事業大学コンプライアンス推進等

に関する規程 

制定：平成 21 年 11 月 1 日 

改正：令和 7 年 12 月 1 日 

学校法人日本社会事業大学事務組織規則 
制定：昭和 54 年 4 月 1 日 

改正：令和 7 年 11 月 1 日 

学校法人日本社会事業大学文書取扱規程 
制定：昭和 54 年 4 月 1 日 

改正：令和 7 年 7 月 1 日 

学校法人日本社会事業大学監事監査規程 制定：令和 7 年 11 月 1 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１２ 教職員数（令和 7年 5月 1 日現在） 

 

（1）教員数（単位：人） 
         

所属 

専任教員 
非常勤 

講師等 
合計 

教授 准教授 講師 実習講師 助教 小計 

社会福祉学部 15 11 3 ‐ ‐ 29 127 156 

社会福祉学研究科 (14) (10) (1) ‐ （0） (25) 6 6 

福祉マネジメント研究科 3 3 1 ‐ 0 7 10 17 

社会事業研究所 0 0 0 ‐ 0 0 16 16 

通信教育科 0 2 1 0 0 3 173 176 

合計 18 16 5 0 0 39 332 371 

※ 専任教員には、特任の教員が含まれている。 
    ※ 社会福祉学研究科の（ ）は、兼務教員の人数のため合計数には含まれていない。 

※ 福祉マネジメント研究科の（ ）は、兼務教員の人数のため合計数には含まれていない。 
※ 社会事業研究所の非常勤講師等は、委嘱した客員教授（4 人）、共同研究員(8 人)、研究生(2 人)、 

外部倫理審査委員（2 人）の人数である。 

 

 

（2）職員数（単位：人）                                                                           

所  属 
専任職員 

フルタイム 

契約職員 

短時間 

契約職員 
再雇用職員 合 計 

 大 学  32  10   8 4 54 

 附属実習施設   8   0   6 1 15 

 寄宿舎（学生寮）   0   0   0 0   0 

合 計  40  10  14 5  69 

 



 １３   卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関する方針、 

入学者の受入れに関する方針 

 

社会福祉学部の「教育目標」・「３つの方針」について 

 

  教育目標 

日本社会事業大学は、戦後まもなく、日本で唯一のソーシャルワーカー養成専門機関として

誕生した。社会・経済・文化的な背景を踏まえながら、人間の行動と地域社会及び社会制度等

に関する諸科学の総合的な教授研究を通して、高潔なる人格と豊かな思想感情を培い、社会福

祉の理論と技術を体得させることによって優秀な専門家を養成することを目的とし、広く社会

福祉の増進に直接寄与することを使命とする。  

 建学の精神である「①博愛の精神に基づく社会貢献（忘我友愛）、②社会福祉の理論を窮め、

社会福祉実践を常に大切にすること（窮理窮行）、③異なる文化、異なる民族、異なる国籍の人々

と共に生きる社会の創出（平和共生）」を体現する優れたソーシャルワーカーを多く輩出するた

めに、ソーシャルワーク実践に必要な基本的な態度・知識・スキルを卒業時までに身につける

ことを社会福祉学部のねらいとする。  

少人数教育の特徴を活かし、個別指導を徹底することで、人格の形成と豊かな教養を修得で

きる質の高い学士課程教育を展開するとともに、ソーシャルワークの専門職として、誰もが生

きやすい社会の実現に向け、多様化・複合化・複雑化する地域の生活課題と国内外の社会問題

に対応し、他の専門職や地域コミュニティと協働し、福祉分野をはじめとする各施設・機関等

と連携することができる態度・知識・スキルを涵養する。 

 学生は、講義、演習の他、学内にとどまらない実習体験のなかで、周囲の多くの人々ととも

に研鑽を積み、学生自身が主体的に学びを深め、幅広い生活課題と社会問題を解決できる力を

養うことを目指す。 

  

     ３つの方針 

日本社会事業大学では、教育目標、建学の精神、本学の社会的使命に基づき、教育・研究活

動に関する三つの方針を 3 ポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アド

ミッション・ポリシー）として定めている。 

① ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針）では、大学を卒業する際に、身につけ

ておくべき能力や態度・知識・スキルを示している。 

② カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）では、身につけておくべき能力や態

度・知識・スキルを大学教育の中でどのように学んでいくかについて示している。 

③ アドミッション・ポリシー（入学者受入の方針）では、教育の特性に合わせて、入学を希望

する方に必要となる資質を示している。 

  



具体的な 3 ポリシーについては以下の通り。 

 ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針） 

 

建学の精神を体現し、誰もが生きやすい社会を実現する優れたソーシャルワーカーとして以

下の基本的な態度・知識・スキルを身につけ、本学の所定の単位を修得したものに学位を授与

する。 

① 人文科学・社会科学・自然科学の諸科学について理解し、豊かな教養がある。 

② ソーシャルワークに関する基本的な態度・知識・スキルを身につけ、卒業後ソーシャルワー

カーとして実践をしていくために必要な力がある。 

③ すべての人にとって、尊厳が保持され自立した日常生活を営むことのできる社会の実現に

貢献することへの強い動機と意欲があり、その達成に対する使命感を有し、地域コミュニテ

ィと社会構造に働きかけることができる。 

④ 基本的人権を尊重する価値観を有し、社会正義に対して強い関心がある。 

⑤ 多様化・複合化、複雑化している生活課題と社会問題に対して、論理的・科学的・批判的な

思考に基づいて解決していく力がある。 

⑥ 課題を包括的に理解するために、多角的な側面から状況分析する力がある。 

⑦ 一人ひとりが直面している生活課題を理解し、直接的あるいは間接的な関わりを通して、そ

の人自身が問題を主体的に解決することをサポートしていく力がある。 

⑧ 自己と異なった価値観・世界観を理解し、受容するため、自己の価値観・世界観と向かい合

い、異なる価値観・世界観を尊重することができる。 

⑨ 一人ひとりのニーズやおかれている環境の違いを考慮しつつ、基本的な態度・知識・スキ

ル、また社会保障などの各種制度における社会サービスを活用し、生活の質（QOL） の向

上に向けた支援やウェルビーイングを高めることにつなげる力がある。 

⑩ 卒業後、自らの特性を活かした専門職となり、生涯にわたって研鑽を積み、キャリアを形成

していくとともに、絶えず自らの実践を振り返り、新たな実践を創造していく力がある。 

⑪ 将来、他の専門職や地域コミュニティと連携・協働し、社会福祉領域において指導的な役割

を担う社会的な責任感を有している。 

 

 カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針） 

 

社会福祉学部では、以下のような方針に基づいてカリキュラムを編成し、学習成果の評価を

行っている。 

 

① 社会福祉に関する態度・知識・スキルを体系的に学ぶため、講義、演習、実習の多様な形

式の科目を設置し、社会福祉専門職としての態度・知識・スキルを育成するため、「ソーシ

ャルワーク実習Ⅰ・Ⅱ」と「卒業研究」を必修とする。 

② 初年次教育の一環として「アカデミック・プランニングⅠ」を設置し、ポートフォリオ等

を活用して学生の学修のデザインや記録を支援する。 



③ 一般教育科目では、人文科学・社会科学・自然科学の基礎に関する科目を設置し、幅広い

教養の修得を通して、人格の形成と豊かな教養を身につけることを目指す。 

④ 社会福祉士国家試験受験資格取得に要する科目を必修とし、１年次から４年次にかけて体

系的にソーシャルワーカーとしての基本的な態度・知識・スキルを修得できる科目配置と

する。 

⑤ 学習成果の評価の方法としては、授業科目の到達目標を授業計画書（シラバス）に示し、

達成度に応じた評価を行うことにする。 

⑥ 演習及び実習指導は少人数制とし、きめ細やかな指導によりソーシャルワーカーとしての

実践力を養う。 

⑦ 「ソーシャルワーク実習Ⅰ・Ⅱ」及び「卒業研究」では、ソーシャルワークについて記述・

報告し、生活課題や社会課題と向き合いながら実践を展開する力を修得する。 

⑧ 専門教育課程へのレディネスを測定し、教育効果を高めるため、３年次進級への判定を実

施する。 

 

以上の方針に基づき、学生の状況に応じた情報保障やコミュニケーション支援を行い、ICT

も含めて誰もが支障なく教育を受けることができる環境整備に努める。また、国内外の文化や

特性、性的指向やジェンダー・アイデンティティ、障がいの有無、社会経験等の学生の多様性

にも広く門戸を開き、修学支援ネットワークを組織して、きめ細やかな学習支援を展開する。 

 

福祉計画学科 

将来、福祉経営や政策の専門家を養成する福祉経営コースと、地域福祉の計画・環境整備・

実践に従事する専門家を養成する地域福祉コースを設置している。 

 

・福祉経営コースでは、①生活課題と社会問題を把握し、その解決を支援するために必要な

法・経営・計画・政策について、実施上のシステムや手法等と、②福祉ニーズをもつ人々への

必要なサービスに関する情報提供、利用援助、権利擁護等の学修に取り組む科目を配置する。 

 

・地域福祉コースでは、①福祉ニーズをもつ人の在宅生活の可能性を追求する地域と自治体の

福祉計画、②個人や地域の福祉ニーズの把握、目標設定、ネットワーキングやケアマネジメン

ト、サービス提供システムの開発、計画と実践に関する評価、③保健・医療・教育・司法・労

働・建設などの分野との連携、④福祉教育や住民参加によるまちづくりの学修に取り組む科目

を配置する。 

 

福祉援助学科 

各種の福祉分野における生活課題と社会問題の解決につながる直接的な支援と支援環境の整

備についての態度・知識・スキルをもつ専門家を養成する。保健福祉コース、子ども・家庭福

祉コース、介護福祉コースの３コースを設置している。 



 

・保健福祉コースでは、様々な生活課題、心身の健康や社会生活上のニーズを把握し、保健医

療専門職や地域コミュニティと連携・協働して福祉ニーズへの支援に当たる専門的な態度・知

識・スキルの学修に取り組む科目を配置する。 

 

・子ども・家庭福祉コースでは、子どもの発達や現代の家庭環境などを踏まえ、子どもと家庭

を支援するための専門的な態度・知識・スキルの学修に取り組む科目を配置する。 

 

・介護福祉コースでは、要介護状態にある人々の生活課題と関連する社会問題を解決し、その

人々が望んでいる生活を実現するために必要な直接的な支援、資源を活用し環境を整備するた

めの専門的な態度・知識・スキルの学修に取り組む科目を配置する。 

 

 

 アドミッション・ポリシー（入学者受入の方針） 

 

求める学生像 

 日本社会事業大学社会福祉学部では、自ら幅広く現代における生活課題と社会問題を探求し、

向き合い、解決する力を養うことや、その努力を重ねることを惜しまない学生を求めている。 

 選抜試験においては、建学の精神を含む教育目的とディプロマ及びカリキュラム・ポリシー

に応じて、教科・科目を設定しており、以下のような学生の入学を期待している。 

 

① 勉学のために必要な学力を充分に備え、ソーシャルワークを主体的に学ぼうとする意欲が

ある。 

② 建学の精神を理解し、現代における生活課題と社会問題に向き合おうとする意欲がある。 

③ 誰もが生きやすい社会を構築していこうとする意欲がある。 

 

入学前までに修得すべき能力 

 入学前に以下の力を身につけている人を高く評価する。 

 

① 高校までの学びから基礎的な教養と学力を有している。 

② コミュニケーションにおいて他者を尊重し、コミュニケーション能力を高めようとする意

欲がある。 

③ 生活課題と社会問題に関心があり、課題解決に向けて取り組む意欲がある。 

 

選抜方法 

 以下のように入学者の選抜を行う。 

 

① 総合型選抜では、多様なボランティア活動等を継続的に行ってきた者を対象に、事前に提出

されたレポートを含む書類審査（第一次選考）を行ったうえで、面接試験及び小論文試験に



おいて社会的な問題への関心や考える姿勢、問題解決への意欲を評価する（第二次選考）。 

② 学校推薦型選抜では、高等学校長の推薦を受けた者を対象に、公募推薦は教養試験や小論文

試験により高校までの基礎的な学びを評価するとともに、面接試験では提出書類を用いな

がら社会的な問題への関心や考える姿勢と問題解決への意欲やコミュニケーション能力を

評価する。指定校推薦は提出書類を用いながら社会的な問題への関心や考える姿勢と問題

解決への意欲やコミュニケーション能力を面接試験によって評価する。 

③ 一般選抜（前期日程）では、選抜試験によって、入学前に修得すべき能力や基礎的な知識・

技能を評価する。 

④ 大学入学共通テスト利用選抜では、本学独自の個別学力検査は実施せずに、３教科３科目

（500 点満点）の大学入学共通テストの成績をもって入学前に修得すべき能力や基礎的な

知識・技能を評価する。 

⑤ 私費留学生選抜では、教養試験（英語を含む）、小論文（日本語）試験ならびに面接試験に

よって、入学前に修得すべき能力や基礎的な知識・技能ならびに社会的な問題への関心や考

える姿勢、問題解決への意欲を評価する。また併せて、ソーシャルワーク実習と卒業研究に

臨むことができる日本語能力を評価する。 

 

【大学院社会福祉学研究科】 

○ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針） 

博士前期課程 

 博士前期課程では、所定の単位を修得しなければならない。また、修士の学位論文は、研究指導を受けたう

えで、専門分野における十分な研究能力及びその基礎となる豊かな学識を示すものでなければならない。修士

（社会福祉学）の学位は、修士論文を提出し、修士論文審査及び最終試験で合格した者に授与する。 

 本課程の修了生は、社会福祉理論、政策及び実践の向上や発展に貢献できる実践的研究者及び研究的実

践者として、現代社会の変化に伴って変動する社会・福祉問題と人々の生活ニーズを適切に把握し、その解決

に有効な次のいずれかの高度の能力を有する者とする。 

 １．社会福祉援助方法を科学的に追求する能力を有する者 

 ２．社会福祉実践プログラムを科学的に追求する能力を有する者 

 ３．社会福祉制度・政策のあり方を科学的に追求する能力を有する者 

 ４．社会福祉理論を科学的に追求する能力を有する者 

 

博士後期課程 

 博士後期課程では、所定の単位を修得しなければならない。また博士（社会福祉学）の学位は、研究指導を受

けたうえで、研究者として自立して研究活動を行い、高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を示すもの

でなければならない。博士の学位は、博士論文を提出してその審査及び最終試験に合格した者に授与する。 

本課程の修了生は、社会福祉理論、政策及び実践の向上や発展に資することのできる高度の実践的研究者

及び研究的実践者、ならびに優れた実践者・研究者として、以下の人材育成等で活躍できる高度の能力を有す

る者とする。 

１．研究課題を科学的に追求する自立した研究能力を有する者 



２．社会福祉理論、政策及び実践の向上や発展に資することのできる高度の実践研究能力を有する者 

３．社会福祉学の豊かな学識を有する者 

４．国際的、学際的な視野から各専門領域で活躍できる能力を有する者 

 

○カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針） 

博士前期課程 

 現代社会の変化に伴って変動する社会・福祉問題と人々の生活ニーズを適切に把握し、その解決に有効な能

力を身につけるために、以下の方針に基づき教育課程を編成している。 

 １．社会福祉学の理論や学説並びに歴史背景を認識するための社会福祉基盤科目を設置する。 

 2．様々な福祉領域の学際的な視点を養うための多様な科目を設置する。 

 3．自らの研究テーマを超えて、社会・福祉問題と人々の生活ニーズを適切に把握するための領域別科目を設

置する。 

 4．社会・福祉問題と人々の生活ニーズの解決に有効な研究手法を身につけるための研究方法論科目を設置

する。 

5．修士論文を作成するために、指導教員を定めて研究指導を行い、1年次には研究計画発表会を、2年次に

は中間報告会を行い、様々な領域の教員によるコメントを交え、学際的な指導を展開する。 

6．審査においては、適切な審査体制のもと、修士論文審査基準に基づき、審査を行なう。 

 

博士後期課程 

 研究課題を科学的に追求する自立した研究能力と豊かな学識を身につけ、社会福祉理論、政策及び実践の

向上や発展に貢献する優れた実践者・研究者・教育者として人材育成等で活躍できる能力を身につけるため

に、以下の方針に基づき教育課程を編成している。 

 1．博士論文を作成するために、博士論文指導を担当する教員の中から主と副の指導教員を定め、複数教員に

よる研究指導を展開する。 

 2．社会福祉学の豊かな学識を養うために、必要に応じて博士前期課程科目を履修させる。 

 3．自立した研究能力を身につけるために、学会等での研究発表および査読付学術雑誌への投稿・掲載を基

本とする。 

 4．博士論文を作成するために、博士論文予備審査ガイドラインに基づいて、各年次にそれぞれの審査項目を

設定し段階ごとの論文作成に至るまでの確認を複数教員にて行う。 

5．第 3次予備審査と最終審査および最終試験においては、5名の審査委員による審査体制をとり、博士論文

審査項目に基づき審査を行なう。なお、審査委員には、学外審査委員を含めることができる。 

 

○アドミッション・ポリシー（入学者受入れ方針・求める学生像） 

【求める学生像】 

 本学大学院社会福祉学研究科博士前期課程では、社会福祉理論、政策及び実践の向上や発展に貢献できる

実践的研究者及び研究的実践者を養成する目的で、以下のような人材を求める。博士後期課程では、研究者と



して自立して研究活動を行い高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を有し、社会福祉理論、政策及び

実践の向上や発展に資することのできる高度の実践的研究者及び研究的実践者、ならびに優れた実践者・研究

者を育成できる教育者を養成する目的で、以下のような人材を求める。 

 

１．研究に基づく社会福祉実践向上への強い目的意識を有する者 

 現代社会の変化に伴って変動する社会福祉のニーズに対して常に鋭敏な関心をよせ、それらのニーズをもつ

人への有効な支援のあり方を科学的に解明して、社会福祉理論、政策及び実践の向上に資することに強い目的

意識と熱意、使命感を有する者。 

２．社会福祉理論、政策及び実践的研究を遂行する能力を有する者 

 現代社会の多様な社会福祉ニーズの解明と科学的な問題解決、社会福祉理論、政策及び実践の向上への貢

献を行うために、必要な社会福祉学の基礎知識と総合的な学力を有し、柔軟で論理的な思考により社会福祉理

論、政策及び実践的研究を遂行しようとする者。 

３．国際的な視点を有する者 

 アジアを含めて広く世界の社会福祉に関心を寄せ、国際的な視点をもって活躍したいと考える者。 

４．生涯にわたり自己研鑽する者 

生涯教育やリカレント教育によって、生涯にわたって自己研鑽に励もうと考える者。 

 

【選抜方法】 

博士前期課程 

以下のように入学者の選抜を行う。 

・一般入学の入学者の選抜は、学力検査（筆記試験・口述試験）、研究計画及び成績証明書の内容を総合的に

評価する。 

・リカレント入学 (現職継続者入学)の入学者の選抜は、学力検査（筆記試験・口述試験）、研究計画、社会福祉

等の実践記録及び推薦・同意書の内容を総合的に評価する。 

・福祉関係職経験者入学の入学者の選抜は、学力検査（筆記試験・口述試験）、研究計画及び社会福祉等の実

践記録の内容を総合して行う。 

・学内推薦入学の入学者の選抜は、学力検査（筆記試験・口述試験）、研究計画及び推薦の内容を総合的に評

価する。 

 

博士後期課程 

以下のように入学者の選抜を行う。 

・入学者の選抜は、筆記試験（英語・小論文）、口頭試問、論文及び研究計画を総合的に評価する。 

・社会福祉学の研究・教育の国際化を考慮し、小論文の選択課題の中に、英文の選択課題を設定し評価する。  

 

 

 

 

 



【大学院福祉マネジメント研究科（専門職大学院）】 

 

○ ディプロマ・ポリシー （学位授与の方針） 

専門職学位課程では、所定の期間在学し、その教育の理念及び目標に基づいて設定したカリキュラムに従っ

た教育を受け、所定の単位以上を修得しなければなりません。また、実践研究報告書は、指導教員による指導を

受けたうえで、本学の課程で修得した知識・技術・価値を基礎として、社会福祉現場の変革と新たな社会福祉実

践の創造とを担いうる専門職としての自己形成を獲得したことを示すものでなければなりません。専門職修士の学

位は、実践研究報告書を提出し、最終報告会で報告し、全指導教員による審査委員会で合格した者に授与しま

す。 

 本課程の修了生は、以下のような実践能力を有する者とします。 

ア 福祉実践とその現場の創造的な発展に必要な基本的な知識を修得した者 

イ 理論と実践の両面にわたる能力を備えている者 

ウ 価値を基盤とした職業的倫理を深く理解した実践的な専門的職業人である者 

 

○ カリキュラム・ポリシー（教育課程編成の方針と構成） 

＜課程編成の方針＞ 

ア 人と組織、社会に関する基本的な知識、専門職に求められる倫理と価値、実践の技術法を、自らの経験を振

り返りながら学び直すことを重視します。 

イ 多様な学術研究を背景とした理論と専門知識の習得を目指すとともに、理論と実践をつなぐ教育を行います。 

ウ 演習や事例検討をはじめ、「経験に基づき、経験を深める」という実践の省察・概念化を中心として、経験学習

を深める教育方法を重視します。 

エ 院生自身が自らの実践に対する振り返りを行うことを教育の中核に位置付け、その方法を獲得することを支援

します。 

オ 福祉実践現場における人材の育成と管理をカリキュラムの中心に据え、後進の育成、組織の管理の考え方や

手法を学び、福祉現場の変革と開発を担うための教育を重視します。 

カ 「共生」とは何かを思索し、専門分野に留まらず、多分野と協働することができる教育を重視します。 

 

＜課程の構成＞ 

「実践研究系科目（群）」 

講義科目を通じて習得したことを踏まえ、自らの実践をベースとして各自が課題を設定し、演習担当教員の指

導や他の院生との討議を踏まえながら研究を進め、実践課題研究としてまとめます。そのために、研究課題を設

定する方法、自らの実践を言語化し、概念化し、評価する方法、量的調査や質的調査により実態の把握や実践

の効果を明確化する方法を実践評価で学びます。  

 

「福祉基盤系科目（群）」 

福祉基盤、ソーシャルワーク方法論、福祉経営の三つの分野から構成され、組織、社会と社会福祉実践との関

係、ソーシャルワークや福祉経営における理論や方法など福祉専門職として習得しておくべき基礎知識や共通

基盤を改めて確認します。 

 



「福祉人材の育成と管理系科目（群）」 

ソーシャルワーク・スーパービジョン、人材育成、人と組織の理解の三つの分野から構成される科目群で、福祉

人材の育成と管理について学びます。また、院生自らが関与した実践事例やモデル事例等を用い、対話を通し

て理論と実践の統合を目指します。  

 

「共生社会と分野専門系科目（群）」 

子ども家庭、障害者、高齢者、地域・医療といった福祉の各分野における今日の実践課題とそこでの理論や方

法を学ぶとともに、院生自らが関与した実践事例やモデル事例等を用い、対話を通し領域を超えて共生社会の

実現に資するために共通するソーシャルワークの理論と方法の習得を目標とします。  

  

○ アドミッション・ポリシー（入学者受入方針） 

本学では、先に記した教育目標を実現するために、以下のような方を入学者として求めています。 

ア 自己と他者を、人格を持つ個人として尊重できる人 

イ 人々のウェルビーイングは、その人が置かれた環境と深く関係しているという考え方を理解し、その人をとりまく

環境である家族、組織、地域及び社会に対して関心を高く保ち、これらの環境の改善や改革に取り組む意志

を有する人 

ウ 自身の社会福祉実践力の向上はもとより、自己が属する組織や団体の福祉実践力、あるいは地域や社会の

福祉力の向上に意欲や関心を有する人 

エ 社会福祉などの対人援助実践、あるいは社会福祉などの機関・組織・事業所において運営管理の業務に携

わり、自らの実践を幅広く振り返る経験を有する人 

 

【選抜方法】 

以下のように入学者の選抜を行う。 

・有資格者入試の選抜は，書類審査（実践研究計画書、実践記録）、小論文、面接審査を総合的に評価する。 

・一般入試の選抜は，書類審査（実践研究計画書、実践記録）、小論文、筆記試験（語句説明）、面接審査を総

合的に評価する。 

・推薦入試の選抜は，書類審査（実践研究計画書、実践記録、推薦書）、小論文、面接審査を総合的に評価する。 

 

 

 

 

 



14　入学定員・収容定員・現員数等

（1）通学制　学生数

入学時 全学年 １年 ２年 ３年 ４年 合計

1年次

160

3年次編入

20

福祉計画学科 55 220 42 41 44 56 183

福祉援助学科 105 420 112 127 93 101 433

福祉計画学科（編入） 10 20 － － 4 7 11

福祉援助学科（編入） 10 20 － － 4 6 10

福祉マネジメント研究科
（専門職大学院）

50 50 46 － － － 46

社会福祉学研究科 20 45 12 14 9 － 35

博士前期課程 15 30 8 11 － － 19

博士後期課程 5 15 4 3 9 － 16

250 775 212 182 154 170 718

※ 福祉マネジメント研究科の現員数には、長期履修者1年目10名、2年目等14 名を含む。

社会福祉学部 680 154 168 145 170 637

大
　
学
　
院

合　　計

令和7年5月1日現在

学部・研究科名
定　員　数 現　員　数

備　考

大
　
　
学



（2）令和７年度　学位授与件数・卒業・修了者数

令和8年3月31日現在

学　位　名 授与件数
卒業・

修了者数

学士（社会福祉学） 150 150

福祉マネジメント修士(専門職) 32 32

社会福祉学研究科 博士前期課程 修士(社会福祉学) 7 7

博士後期課程 博士(社会福祉学) 3 2

論文博士 博士(社会福祉学) 0 -

192 191

　　（学士2件、博士1件）

学部・研究科名

社会福祉学部

福祉マネジメント研究科

合　　計

※　9月学位授与者3名を含む。



（3）令和７年度　社会福祉士・精神保健福祉士・介護福祉士国家試験合格率の状況

資　格　名 学部・研究科名
受験者数

(人)
合格者数

(人)
合格率
(%)

全国平均
(%)

社会福祉学部 145 123 84.8%

通信教育科（一般） 118 100 84.7%

通信教育科（短期） 25 13 52.0%

社会福祉学部 16 16 100.0%

通信教育科(短期) 128 124 96.9%

介護福祉士 社会福祉学部 12 12 100.0% 78.3%

社会福祉士 60.7%

精神保健福祉士 78.2%



（4）令和７年度卒業生の進路先状況

◎　社会福祉学部生の進路先状況 （単位：人）

進　路　先 福祉計画学科 福祉援助学科 計 構　成　比

１　公務員 25 30 55 37.9%

２　福祉関係団体 8 6 14 9.7%

３　医療機関 1 4 5 3.4%

４　社会福祉施設 11 27 38 26.2%

５　福祉関連企業 3 7 10 6.9%

６　教育研究機関 0 3 3 2.1%

７　進学 0 3 3 2.1%

８　一般企業 3 8 11 7.6%

９　家庭・その他 3 3 6 4.1%

計 54 91 145 100.0%

※ 9月卒業者2名

※ 家庭・その他には、非就職希望者6名を含む。



１５ 主要事業実施状況（法人） 

 

 

日  程 

 

事 業 事 項 

  

令和7年   4月15日（火） 第 1回常務理事会 

       5月12日（月） 第 2回常務理事会 

       5月15日（木） 法人監査 

       5月27日（火） 第 1回理事会・第 1回評議員会 

5月27日（火） 第 2回理事会 

       6月10日（火） 第 3回常務理事会 

       6月30日（月） 第 4回常務理事会 

       7月 8日（火） 第 5回常務理事会 

9月11日（木） 第 6回常務理事会 

9月22日（月） 第 3回理事会 

      10月 2日（木） 学内防災避難訓練 

      10月14日（火） 第 7回常務理事会 

11月11日（火） 第 8回常務理事会 

      12月 9日（火） 第 9回常務理事会 

      12月23日（火） 第 4回理事会 

  

令和8年   1月13日（火） 第 10回常務理事会 

       1月25日（日） 第 38回介護福祉士国家試験 

       1月31日（土）2月1日（日） 第 28回精神保健福祉士国家試験 

       2月 1日（日） 第 38回社会福祉士国家試験 

       2月10日（火） 第 11回常務理事会 

3月10日（火） 第 12回常務理事会 

       3月24日（火） 第 5回理事会・第 2回評議員会 

       3月25日（水） 第 6回理事会 

  

 



 

 

１６ 社会福祉学部における学事の実施状況 

 

日       程 学       事 

 

令和7年  4月  1日（火）・2日（水）・3日（木） 

4月 5日（土） 

      4月 5日（土）～11日（金） 

  4月 30日（水）・5月1日（木） 

 6月 25日（水） 

      7月 31日（木） 

 8月  1日（金）～9月13日（土） 

 9月  1日（月）・2日（火） 

 

健康診断 

前期授業開始 

履修登録期間【Web】 

卒業研究テーマ届提出期間 

卒業研究中間報告会 

前期授業最終日 

夏期休業期間 

後期履修相談期間 

 9月 15日（月祝） 

10月 18日（土） 

11月  1日（土） 

11月 15日（土） 

11月 17日（月）～19日（水） 

12月  2日（火） 

12月 22日（月） 

12月 23日（火）～8年1月3日(土) 

令和8年   1月  5日（月） 

 1月 30日（金） 

 2月  1日（日） 

      3月 13日（金） 

後期授業開始 

総合型選抜 

編入学選抜・私費留学生選抜 

学校推薦型選抜 

卒業研究提出期間 

卒業研究口述試験 

冬期休業前授業最終日 

冬期休業期間 

後期授業再開 

後期授業最終日 

一般選抜 

学位授与式 

 

 

 



１７　研究大学院における学事の実施状況

日　　　　程 学　　　　事

令和7年

4月 2日 新入生オリエンテーション（学生支援事項）

4月 2日 健康診断

4月 4日 入学式・新入生オリエンテーション（教務事項）

4月 5日 前期授業開始

4月 11日 前期通常授業開始

4月 16日 履修登録期限、9月修了申請期限

4月 30日 正午 修士学位論文題目提出期限

5月 10日 修士論文中間報告会、博士後期課程論文発表会

5月 31日 9月修了博士論文第3次予備審査申請期日

6月 21日 ～22日 社会福祉研究大会（学内学会）

6月 30日 正午 9月修了修士論文提出期限

6月 28日 9月修了博士論文第3次予備審査口述試験

7月 10日 9月修了修士論文発表・審査会

7月 15日 大学院社会福祉学専攻課程協議会総会

7月 24日 前期授業最終日

7月 25日 ～7月31日 集中・補講期間

8月 30日 9月修了博士論文最終審査申請期日

9月 12日 後期授業開始日

9月 25日 9月修了学位授与式

9月 27日 博士前期課程研究計画発表会

9月 30日 博士論文題目提出期限

10月 2日 防災・避難訓練

10月 4日 博士前期課程第Ⅰ期入学試験

10月 31日 正午 修士論文題目変更届提出期限

10月 31日 博士後期課程第3次予備審査申請期限

11月 29日 博士後期課程第3次予備審査口述試験

12月 9日 博士後期課程第1次・2次予備審査申請期限

12月 19日 冬期休業前授業最終日

令和8年

1月 5日 ～15日正午 修士論文提出期間

1月 8日 冬期休業後授業再開・後期授業最終日

1月 9日 博士後期課程第1次・2次予備審査口述試験

1月 15日 ～17日 補講期間

1月 23日 修士論文発表・審査会

2月 2日 ～28日 研究生出願期間

2月 4日   博士論文最終審査申請期日

2月 12日 博士前期課程第Ⅱ期入学試験

2月 13日 博士後期課程入学試験

3月 6日 修士論文要旨提出期限、博士論文要旨提出期限

3月 13日 学位授与式

3月 21日 在学生教務オリエンテーション



１８　専門職大学院における学事の実施状況

日　　　　程 学　　　　事

令和7年

3月 22日 新入生オリエンテーション（学生支援事項）

4月 2日 健康診断

4月 4日 入学式・新入生オリエンテーション（教務事項）

4月 5日 前期授業開始

4月 5日 ゼミ選択オリエンテーション・個別相談・意見交換会

4月 19日 9月修了申請期限・履修届提出期限

4月 25日 専門演習Ⅱ開始（全員対象）

5月 10日 専門演習Ⅰ開始（1年履修生対象）

5月 31日 実践研究計画書提出期限

6月 20日 ～７月４日 追加履修登録期間

6月 21日 ～6月22日 社会福祉研究大会（学内学会）

7月 19日 前期授業最終日・意見交換会

8月 28日 後期授業開始日

9月 20日 実践研究中間報告会（1年履修生）

10月 2日 防災・避難訓練

10月 4日 実践研究計画書提出期限（1年履修生）

10月 19日 福祉実践フォーラム

11月 30日 専門職大学院第Ⅰ期入学試験

12月 15日 実践研究報告書提出期限（長期履修2年目）

12月 20日 冬期休業前授業最終日

令和8年

1月 8日 冬期休業後授業再開

1月 17日 実践研究中間報告会（長期履修1年目）

1月 25日 専門職大学院第Ⅱ期入学試験

1月 26日 実践研究報告書提出期限（1年履修生）

2月 31日 後期授業最終日

2月 13日 ・14日 実践研究報告会

2月 21日 専門職大学院第Ⅲ期入学試験

3月 6日 「福祉マネジメント実践研究」原稿提出期限

3月 7日 専門職大学院第Ⅳ期入学試験

3月 13日 学位授与式

3月 21日 在学生教務オリエンテーション



現在

（１）社会福祉学部

6年度 7年度 8年度 6年度 7年度 8年度 6年度 7年度 8年度

9 32 35 31 26 28 27 12 12 18

16 84 77 81 66 65 70 59 56 52

25 116 112 112 92 93 97 71 68 70

(98) (89) (93) (75) (76) (80)

若干名 0 2 0 0 0 0 0 0 0

若干名 0 2 0 0 0 0 0 0 0

0 0 4 0 0 0 0 0 0 0

(0) (2) (0) (0) (0) (0)
 指 定 校（令和７年募集開始） - 10 11 - 10 11 - 10 11
 公 募（旧一般）（令和７年名称変更） 5 5 0 5 5 0
 福祉系高等学校（令和７年募集停止） 1 - - 1 - -
 特定地域（令和７年募集停止） 0 - - 0 - -
 福祉分野（令和６年募集停止） - - - - - -

20 6 15 11 6 15 11
（実人数） (5) (15) (11) (5) (15) (11)

 指 定 校（令和７年募集開始） - 19 24 - 19 24 - 19 24
 公 募（旧一般）（令和７年名称変更） 21 12 9 19 10 9
 福祉系高等学校（令和７年募集停止） 0 - - 0 - -
 特定地域（令和７年募集停止） 0 - - 0 - -
 福祉分野（令和６年募集停止） - - - - - -

40 21 31 33 19 29 33
（実人数） (21) (31) (33) (19) (29) (33)

60 27 46 44 25 44 44 24 44 44
(26) (46) (44) (24) (44) (44)

15 49 36 31 46 33 27 18 10 13

30 81 47 53 77 42 47 35 19 25

45 130 83 84 123 75 74 53 29 38

(89) (60) (60) (84) (54) (54)

9 - - 32 - - 26 - - 9

16 - - 59 - - 46 - - 8

25 - - 91 - - 72 - - 17

- - (73) - - (35) - -

2 - - 1 - - 1 - - 0

3 - - 4 - - 4 - - 1

5 - - 5 - - 5 0 0 1

- - (5) - - (5)

7 46 45 - 37 43 - 3 5 -

13 73 55 - 67 52 - 14 6 -

20 119 100 - 104 95 - 17 11 -

(94) (77) - (86) (74) - -

4 3 3 - 0 1 - 0 0 -

6 5 4 - 2 1 - 2 1 -

10 8 7 - 2 2 - 2 1 -

(5) (4) - (2) (1) - -
- - - - - - - 0 - -
- - - - - - - 0 - -
- - - - - - - 0 - -
- - - - - - - - -
- - - - - - - 0 - -
- - - - - - - 2 - -
- - - - - - - - - -
- - - - - - - - - -

160 400 352 336 346 309 292 167 153 170合　　　計

聴
覚
障

が
い
者

選
抜

（令和６年度
募集停止）

計画学科
援助学科

計
（実人数）

共
通
テ

ス
ト
併

用
選
抜

(

B
型

)

（令和６年度
募集停止）

計画学科
援助学科

計
（実人数）

一
般
選
抜

（
後
期

）

（令和８年度
募集停止）

福祉計画学科

福祉援助学科

計

（実人数）

共
通
テ
ス
ト

利
用
選
抜

（令和８年度
募集停止）

福祉計画学科

福祉援助学科

計

（実人数）

共
通
テ
ス
ト
利
用

選
抜

（
後
期

）

（
令
和
８
年
募
集
開

始

）

2月2日
～

2月18日
（終了）

共生社会デザイン学科

ソーシャルワーク学科

計

（実人数）

（実人数）

共
通
テ
ス
ト
利
用

選
抜

（
前
期

）

（
令
和
８
年
募
集
開

始

）

1月5日
～

1月23日
（終了）

共生社会デザイン学科

ソーシャルワーク学科

計

（実人数）

一
般
選
抜

（
令
和
８
年
名
称
変

更

）

1月5日
～

1月23日
（終了）

共生社会デザイン学科

ソーシャルワーク学科

計

（実人数）

推
薦
選
抜

11月4日
～

11月10日
（終了）

計

0

小　計 5 15 11

ソ
ー

シ

ャ
ル
ワ
ー

ク

学
科

40
19 10 9

5 5

19 29 33

共
生
社
会
デ
ザ
イ
ン

学
科

20

小　計

ソーシャルワーク学科

計

（実人数）

私
費

留
学
生

10月1日
～

10月10日
（終了）

共生社会デザイン学科

ソーシャルワーク学科

計

（実人数）

総
合
型
選
抜

9月12日
～

9月22日
（終了）

共生社会デザイン学科

2026/4/1

選抜
出願
期間

区  　　分
募集
人員

志　　願　　者 合格者(繰上合格者含む） 入　　学　　者

19　令和８年度入学試験の実施結果について



（２）社会福祉学部（編入学）

6年度 7年度 8年度 6年度 7年度 8年度 6年度 7年度 8年度

 一　   般 7 8 6 6 5 5 4 3 2
 推　   薦 1 1 0 1 1 0 1 1 0
 社 会 人 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10 8 9 6 7 6 5 5 4 2
 一   　般 8 10 6 7 7 6 4 3 5
 推　   薦 2 1 1 2 1 1 2 1 1
 社 会 人 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10 10 11 7 9 8 7 6 4 6

20 18 20 13 16 14 12 11 8 8

(12) (13) (10) (11) (10) (9)

合　　格　　者 入　　学　　者

３
年
次
編
入

10月1日
～

10月10日
（終了）

共
生
社
会

デ
ザ
イ
ン
学
科

10

計

ソ
ー

シ

ャ
ル

ワ
ー

ク
学
科

10

計

合　　　計

（実人数）

選抜
出願
期間

区　　　分
募集
人員

志　　願　　者



（３）専門職大学院（福祉マネジメント研究科）

6年度 7年度 8年度 6年度 7年度 8年度 6年度 7年度 8年度

有資格 11 5 5 11 5 5 11 5 5
一般 2 0 1 2 0 1 2 0 1
学内推薦（令和７年募集停止） 0 - - 0 - - 0 - -

指定法人 0 0 0 0 0 0 0 0 0
計 13 5 6 13 5 6 13 5 6

有資格 6 5 8 6 5 8 6 5 8
一般 0 0 1 0 0 1 0 0 1
指定法人 0 0 0 0 0 0 0 0 0
地方公共団体 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 6 5 9 6 5 9 6 5 9
有資格 9 8 14 8 8 13 8 8 13
一般 3 0 2 3 0 1 3 0 1
学内推薦（令和７年募集停止） 0 - - 0 - - 0 - -

指定法人 0 0 1 0 0 1 0 0 1
地方公共団体 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 12 8 17 11 8 15 11 8 15
有資格 3 8 4 3 8 4 3 7 3
一般 0 3 1 0 3 1 0 3 1
指定法人 3 0 2 3 0 2 3 0 2
地方公共団体 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 6 11 7 6 11 7 6 10 6
有資格 - 2 - 2 - 2
一般 - 0 - 0 - 0
指定法人 - 0 - 0 - 0
地方公共団体 - 0 - 0 - 0

計 0 2 0 2 0 2

50 37 31 39 36 31 37 36 30 36

（４）大学院（博士前期課程 ・ 後期課程）

6年度 7年度 8年度 6年度 7年度 8年度 6年度 7年度 8年度

 一　   般 1 1 1 1 1 1 0 1 1
 リカレント 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 福祉関係職経験者 1 1 1 1 1 1 1 1 1
 留学生（令和７年募集開始） - 1 0 - 1 0 - 1 0
 学内推薦 3 1 2 3 1 2 3 1 2

小　計 5 4 4 5 4 4 4 4 4
 一　   般 5 4 0 3 3 0 3 3 0
 リカレント 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 福祉関係職経験者 2 0 2 2 0 1 2 0 1
 留学生（令和７年募集開始） - 2 2 - 1 1 - 0 0
 学内推薦 1 1 0 1 1 0 1 1 0

小　計 8 7 4 6 5 2 6 4 1

15 13 11 8 11 9 6 10 8 5

3 2 5 3 2 3 3 2 3

- 2 4 - 2 2 - 2 2

5 3 4 9 3 4 5 3 4 5

20 16 15 17 14 13 11 13 12 10

第
Ⅴ
期

（
追
加
募
集

）

合　　　計

後
期
課
程

12月22日
～

1月9日
（終了）

   一   　般
5

　学内推薦（令和７年募集開始）

計

前
期
課
程

9月8日
～

9月19日
（終了）

第
Ⅰ
期

15

12月22日
～

1月9日
（終了）

第
Ⅱ
期

計

第
Ⅱ
期

合　　格　　者

合　　　計

選抜 出願
期間

区　　　分 募集
人員

志　　願　　者 合　　格　　者 入　　学　　者

入　　学　　者

専
門
職
大
学
院

50

11月4日
～

11月17日
（終了）

第
Ⅰ
期

12月15日
～

1月5日
（終了）

2月2日
～

2月13日
（終了）

第
Ⅲ
期

2月16日
～

2月27日
（終了）

第
Ⅳ
期

（令和８年度
募集なし）

志　　願　　者
選抜

出願
期間

区　　　分
募集
人員



20　志願者数の推移（入学試験区分別）

①　社会福祉学部

4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

- - 116 112 112

指定校 - - - 29 35

公募 - - - 17 9

 一般推薦 66 67 26 - -

 福祉系高等学校等推薦 3 9 1 - -

 特定地域高等学校推薦 5 4 0 - -

 社会福祉分野推薦 7 21 - - -

 （3教科3科目） 180 145 130 83 84

 後期日程 （2教科2科目＋面接） 44 13 8 7 -

 前期日程（3教科3科目） 169 143 119 100 91

 後期日程（2教科2科目） 17 15 - - 5

2 3 - - -

 私費留学生入試 3 0 0 4 0

496 420 400 352 336

②　社会福祉学部　３年次編入

4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

 一般 23 17 15 18 12

 社会人 2 3 3 0 0

 推薦 3 2 0 2 1

28 22 18 20 13

志願者

志願者

総合型選抜

合　　計

区　　分

合　　計

区　　分

 一般選抜

 推薦選抜

聴覚障がい者入試

大学入学共通テス
ト利用入試



現在

21　令和8年度通信教育科入試状況

R6年度 R7年度 R8年度 R6年度 R7年度 R8年度 R6年度 R7年度 R8年度

推　 薦 3 1 3 3 0 3 3 0 3

一　 般 22 29 27 19 27 27 19 26 27

推　 薦 5 0 5 4 0 5 4 0 5

一　 般 50 35 34 45 30 30 45 29 29

推　 薦 4 2 3 4 2 3 4 2 3

一　 般 61 63 54 52 55 46 51 54 41

第 4 期
（追加募集）

一　 般 5 6 3 4 4 1 4 4 1

第 4 期
（再募集）

一　 般 3 1 1

360 150 139 129 131 119 115 130 116 109

推　 薦 2 0 4 2 0 4 2 0 4

一　 般 11 12 4 11 8 2 11 7 2

推　 薦 1 0 4 1 0 2 1 0 2

一　 般 7 10 6 6 8 5 6 8 4

推　　薦 0 1 3 0 1 3 0 1 3

一　 般 12 12 22 11 11 20 10 8 19

第 4 期
（追加募集）

一　 般 2 0 1 2 0 0 2 0 0

第 4 期
（再募集）

一　 般 1 1 1

140 35 36 44 33 29 36 32 25 34

推　 薦 1 2 4 1 2 4 1 2 4

一　 般 20 48 18 19 43 17 18 43 16

推　 薦 5 2 6 5 2 5 5 2 5

一　 般 41 28 24 36 26 21 36 25 19

推　　薦 0 2 9 0 2 7 0 2 7

一　 般 60 56 34 49 49 30 47 49 28

第 4 期
（追加募集）

一　 般 9 5 6 9 5 5 9 5 5

第 4 期
（再募集）

一　 般 2 2 2

150 136 145 101 119 131 89 116 130 84

61 41 11 61 41 11 59 38 11

70 48 66 65 48 66 62 47 64

60 64 62 58 64 62 56 61 59

19 14 5 16 14 5 16 13 5

2 2 2

500 210 169 144 200 169 144 193 161 139

1,150 531 489 418 483 448 384 471 432 366

手続締切 手続締切 手続締切 手続締切

2026 1/28 3/3 3/18 4/310/1～12/2

出願期間 出願期間 出願期間

12/3～1/26 1/27～2/20 2/28～3/12

第１期 第２期 第３期 第４期(追加募集)

計

合　　　　　計

年度
出願期間

計

社会福祉主事
養成課程

第 １ 期

500

第 ２ 期

第 ３ 期

第 ４ 期再募集

第 ４ 期
（追加募集）

計

精神保健福祉士
短期養成課程

第 １ 期

150

第 ２ 期

第 ３ 期

計

社会福祉士
短期養成課程

第 １ 期

140

第 ２ 期

第 ３ 期

社会福祉士
一般養成課程

第 １ 期

360

第 ２ 期

第 ３ 期

2026年4月3日

区　　　分 定　員

志  願  者
 （R6・7年度は締切後の総数）

合　格　者
 （R6・7年度は締切後の総数）

入学手続き者



１　共同研究事業 （円）

研究課題名 研究費

認定社会福祉士教育基幹ルートの活用状況及びグループ
スーパービジョンの実施方法と効果に関する研究

500,000

超高齢団地における介護・生活支援ニーズに関する研究 500,000

『アジア太平洋諸国におけるソーシャルワークの教育・
養成のための基準策定に関する国際比較研究：グローバ
ル教育・養成のためのグローバル・スタンダードからの
検討』

500,000

現任実践者のためのソーシャルワーク実践教育モデルの
開発

500,000

Between Opportunity and Hardship: Nepalese
Restaurant Workers in Japan

500,000

２　文部科学省科学研究費補助金 （円）

新規/
継続

研究代表者
交付額

（直接経費）
+基金繰越額

基盤Ｃ 基金 新規 上村　勇夫 300,000

基金 新規 宇野　耕司 970,000

基金 新規 亀﨑　美沙子 1,500,000

基金 継続 　小原　眞知子 2,180,942

基金 継続 　木戸　宜子 473,945

基金 継続 　永嶋　昌樹 1,242,752

基金 継続 　佐々木　貴雄 520,589

基金 継続 　新藤　健太 1,910,806

基金 継続 　宇野　耕司 92,150

萌芽 基金 継続 　田村　真広 900,408

若手 基金 継続 　大部　令絵 1,174,793

効果的知的障害者地域移行・地域生活支援モデルの実践現場への実施・普及方略の構築

　共同研究
　　一般研究事業

木戸 宜子

　共同研究
　　一般研究事業

デバコタ ジバナト

研究種別 研究課題名

発達障害者とともに働く企業内一般従業員の支援実態と困難感

0歳児の養育者支援プログラムの実践と形成・改善評価

教養教育としての「情報アクセシビリティ論」の確立と教授法・教材開発

生活場面に共通するバリアフリー接遇のサービス構造および影響要因の解明

組織内スーパービジョンを活用したメンタルヘルスのセルフケア予防プログラムの開発

「特別な配慮を要する」幼児を持つ親の生活保障のニーズ

0歳児の養育者支援プログラムの形成・改善評価と研修システムの開発

保育における子どもの権利保障にむけた行動規範の探求

　共同研究
　　一般研究事業

小原 眞知子

包括的支援体制における地域協働実践の実効性を高めるコ・クリエイティブモデルの開発

農福連携による世代間交流の効果と地域への影響

22　研 究 事 業 一 覧

　共同研究
　　指定研究事業

菱沼 幹男

区分 研究代表者

　共同研究
　　指定研究事業

北川　進



３　厚生労働省科学研究費補助金 （円）

新規/
継続

研究代表者
交付額

（直接経費）

継続 　曽根　直樹 5,204,000

4　全国生活協同組合連合会 （円）

助成金

500,000

2,000,000

500,000

5　 教職員共済生活協同組合／社会福祉法人中央共同募金会 （円）

助成金

1,000,000

1,000,000

6　全国労働者共済生活協同組合連合会（こくみん共済coop） （円）

助成金

1,000,000

7　厚生労働省老人保健健康増進事業（一部受託） （円）

研究代表者 研究費

井上　由紀子 2,500,000

　図書館 学生選書ツアーを軸とした「知の総和」向上と福祉活動推進事業

　社会事業研究所
自然災害による被災者に対する生活再建およびコミュニティの再構築に向けた災害ソーシャルワークの中・長期的実
践のモデル化事業

事業実施担当 事業名

研究種目 研究課題名

障害者
政策総合

地域生活拠点等における地域移行を進めるための役割及び緊急時の対応における役割の明確化
のための研究

　社会事業研究所
「多様化する有料老人ホームに対する指導監督のあり方に関する調査研究事業」に関するヒア
リング調査委託

事業実施担当 事業名

　社会事業研究所
自然災害による被災者に対する生活再建およびコミュニティの再構築に向けた災害ソーシャルワークの中・長期的実
践のモデル化事業

事業実施担当 事業名

事業実施担当 事業名

　図書館 学生選書ツアーを軸とした「知の総和」向上と福祉活動推進事業

  専門職大学院
日本社会事業大学専門職大学院　福祉実践フォーラム
「尊厳と権利を基盤とした居住支援　～まちのなかで暮らす～」

　社会事業研究所
2026年環太平洋社会福祉セミナー
環太平洋地域における「地域包括支援システム」の現状と課題　―「地域共生社会」実現の一端として―



２３ 子ども学園主要事業の運営状況 

 

(1)児童発達支援事業 

ア 認可・承認を受けた事項     

認可等年月日 区分 事   項 認可等機関名 

令和7年4月1日 交付承認 
令和7年度清瀬市児童発達支援センタ

ーサービス推進事業補助金の交付承認 
清瀬市長 

 

イ 入所状況（令和 8年3月1日現在） 

ⅰ 定 員        30人 

ⅱ 実人員       29人   

ⅲ 契約（通所）区分 

    ・清瀬市14人、東久留米市2人、東村山市8人、西東京市2人、立川市1人、 

練馬区１人、所沢市1人 

 

ウ 性  別  （令和8年3月1日現在） 

男 女 

22人 7人 

 

エ 年 齢 別 （令和8年3月1日現在） 

3歳 4歳 5歳 6歳 

4人 7人 11人 7人 

 

オ 支援の度合い （令和8年3月1日現在） 

重度 中度 軽度 

4人 9人 16人 

     ※愛の手帳、医療情報、発達検査等を基に総合的に判断したもの 

 

カ 障害の原因別 （令和8年3月1日現在） 

胎生期の障害によるもの 29人 

染色体異常によるもの 0人 

代謝障害によるもの 0人 

脳炎・髄膜炎によるもの 0人 

家族性によるもの 0人 

 

 



 

キ 入退園の状況  

年  月 入園児 退園児 月末在園児数 

令和 6年 1月 1人 0人 25人 

令和 7年 1月 0人 0人 30人 

  令和 8年 1月 1人 0人 29人 

 

ク 卒園児・退園児進路状況（令和8年4月1日） 

特別支援学校等 特別支援学級 普通学級 幼稚園等 計 

5人 2人 0人 1人  8人 

 

（２）保育所等訪問事業 

   清瀬市（1人） 

 

（３）指定障害児相談支援事業 

    清瀬市の指定障害児相談支援事業充実と清瀬市民への地域支援・社会貢献のため、平成

28年度より専任相談員 1名を配置し、事業利用者数は、29人(令和5年度)、34人(令和6

年度)、28人(令和 7年度)となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

２４ 令和７年度における学生校納金（入学金・授業料等） 

 

 (1) 通学制 学生校納金 
① 社会福祉学部                     （単位：円） 

    費目 

学年 
入学金 授業料 教育充実費 計 

１ 年 282,000 535,800 200,000 1,017,800 

２ 年 － 535,800 180,000   715,800 

３ 年 － 535,800  180,000   715,800 

４ 年 － 535,800 180,000   715,800 

 
 
② 社会福祉学部 編入                  （単位：円） 

    費目 

学年 
入学金 授業料 教育充実費 計 

３ 年 282,000 535,800 200,000 1,017,800 

４ 年 － 535,800 180,000   715,800 

 
 
③ 大学院博士前期課程                   （単位：円） 

    費目 

学年 
入学金 授業料 教育充実費  計 

１ 年 282,000※1 535,800 200,000 1,017,800 

２ 年 － 535,800 180,000  715,800 

※1 本学学部の卒業生で本大学院博士前期課程へ入学した者は、入学金を徴収しない。 

 
 
④ 大学院博士後期課程                  （単位：円） 

        費目 

学年 入学金 授業料 教育充実費 計 

１ 年 282,000※1 535,800 200,000※2 1,017,800 

２ 年 － 535,800 180,000  715,800 

３ 年 － 535,800 180,000  715,800 

※1 本大学院博士前期課程又は専門職学位課程を修了し引き続き本大学院博士後期課程 

に入学する者は、入学金を徴収しない。 

※2 本大学院博士前期課程又は専門職学位課程を修了し引き続き本大学院博士後期課程 

に入学する者の教育充実費については、入学初年度は 180,000 円を徴収する。 

 
 
 ⑤ 専門職大学院（標準履修生）             （単位：円） 

    費目 

学年 

入学金 授業料 教育充実費 計 

１ 年 282,000 535,800 300,000 1,117,800 

 



 

 

 

 
 ⑥ 専門職大学院（長期履修生）              （単位：円） 

    費目 

学年 
入学金 授業料 教育充実費 計 

１年目 282,000 267,900 300,000  849,900 

２年目 － 267,900 200,000  467,900 

 
 
 
 
 ○ 諸会費（入学時のみ）                          （単位：円） 

       費目 

学年 

学内社会福祉 

学会費 

学生自治会 

入会金 
学生自治会費 計 

学部１年  7,500   500  6,000 14,000 

学部編入３年  4,500   500  3,000  8,000 

大学院博士前期課程 4,500※1  － －  4,500 

大学院博士後期課程 6,000※2  － －  6,000 

専門職大学院 3,000※3  － －  3,000 

専門職大学院長期履修   4,500※4 － －  4,500 

※１ 本学（学部）を修了し引き続き入学する者は、3,000 円を徴収する。 
※２ 本大学院博士前期課程及び専門職学位課程を修了し引き続き入学する者は、4,500 円を徴収する。 
※３ 本学（学部・大学院）を終了し引き続き入学する者は、1,500 円を徴収する。 
※４ 本学（学部・大学院）を終了し引き続き入学する者は、3,000 円を徴収する。           

                

 

 

 (2) 通信制 学生校納金 

 
①  通信教育科                              （単位：円） 

         費目 

課程 
入学金 授業料 

面接授業 

参加費 

実習費 

(実習実施者) 
保険料 計 

社会福祉士 
一般養成課程 

30,000 200,000 50,000 

－ 
(150,000)※1 

(200,000)※2 
6,000 

286,000 
(436,000) 
（486,000） 

社会福祉士 
短期養成課程 

30,000 140,000 50,000 
－ 

(150,000)※1 

(200,000)※2 
4,000 

224,000 
（374,000） 

精神保健福祉士 
短期養成課程 30,000 140,000 50,000 

－ 
(180,000)※3 

(250,000)※4 
4,000 

224,000 
（404,000） 
（474,000） 

社会福祉主事 
養成課程 30,000 100,000 － － 4,000 134,000 

※１ 社会福祉士養成課程の要実習者の内、精神保健福祉士のソーシャルワーク実習（精神保健福祉実習）または

介護福祉士養成課程の介護実習を既に履修している者は、180 時間のソーシャルワーク実習を履修する。そ

の者の実習費は、150,000 円を徴収する。 

※２ 社会福祉士養成課程の要実習者は、240時間のソーシャルワーク実習を履修する。その者の実習費は、200,000



 

 

 

円を徴収する。 
※３ 精神保健福祉士短期養成課程の要実習者の内、社会福祉士の相談援助実習を既に履修している者は、150 時

間の実習を履修する。その者の実習費は、180,000 円を徴収する。 

※４ 精神保健福祉士短期養成課程の要実習者の内、社会福祉士の相談援助実習を履修していない者は、210 時間

の実習を履修する。その者の実習費は、250,000 円を徴収する。 

 

 

 (3) 資格課程等履修費（社会福祉学部） 

 
（単位：円） 

費目 

課程等名 

対象学科 登録年次 定員 履修費 

介護福祉コース 福祉援助学科 1年次  25名 115,000 

保育士課程 福祉援助学科 1年次  50名 115,000 

福祉科教員養成課程 両学科 2年次  50名 65,000 

児童ソーシャルワーク課程 福祉援助学科 2年次  50名 ※65,000 

精神保健福祉士課程 両学科 3年次   20名 65,000 

特別支援学校教員養成課程 両学科 3年次 約20名 65,000 

スクールソーシャルワーク課程 両学科 4年次  20名 30,000 

医療ソーシャルワーク実習 両学科 4年次  20名 20,000 

福祉計画インターンシップ 福祉計画学科 3･4年次  10名 10,000 

※保育士課程と児童ソーシャルワーク課程を重複して登録した者の児童ソーシャルワーク課程の履修費は、 

 55,000 円とする。 



 

 

２５ 認可・届出事項等一覧 
 

 (1) 文部科学省関係 

〔学校法人〕 

① 資産総額変更届〔法人の資産総額の変更登記〕 

  （届出日：令和 7年 7月 3日） 

② 役員変更届〔法人の役員等(理事・監事・評議員)の変更〕 

  （届出日：令和 7年 7月 3日） 

③ 学校法人寄附行為変更届〔学科名称変更〕 

（届出日：令和 7年 10月 10日） 

 

 〔社会福祉学部〕 

① 大学等確認変更届（社会福祉士）〔実習演習担当教員担当科目の追加、実習施設の追加及び

実習指導者の追加と削除変更〕 

（届出日：令和 7年 4月 1日） 

② 大学等確認変更届（社会福祉士）〔実習施設の追加・更新、実習指導者の追加と削除〕 

（届出日：令和 7年 8月 1日） 

③ 大学等確認変更届（社会福祉士）〔実習施設の追加、実習指導者の追加・更新と削除〕 

（届出日：令和 7年 11月 25日） 

④ 大学等確認変更届（社会福祉士）〔実習施設の追加、実習指導者の追加・更新と削除〕 

（届出日：令和 8年 2月 3日、令和 8年 8月 1日） 

⑤ 介護福祉士学校変更届（介護福祉士）〔教員の追加と削除・実習施設の追加・実習指導者の

追加と削除〕 

（届出日：令和 7年 4月 29日） 

⑥ 介護福祉士学校変更届（介護福祉士）〔教員の追加と削除・実習施設の追加・実習指導者の

追加と削除〕 

（届出日：令和 7年 9月 22日） 

⑦ 特別支援教育に関する科目の変更届〔科目担当教員の変更及び、学科名称の変更〕 

（届出日：令和 8年 3月 13日） 

⑧ 日本社会事業大学学則変更届〔学科名称の変更〕 

（届出日：令和 7年 4月 15日） 

⑨ 日本社会事業大学学則変更届〔学科名称変更に伴う科目名称の一部変更及び、ガバナンス強

化のための改正〕 

（届出日：令和 8年 3月 31日） 

  

 

 (2) 厚生労働省関係（厚生局を含む） 

 〔社会福祉学部〕 

①  大学等確認変更届（社会福祉士）〔実習演習担当教員担当科目の追加、実習施設の追加・更

新及び実習指導者の追加と削除変更〕 

（届出日：令和 7年 4月 1日） 

② 大学等確認変更届（社会福祉士）〔実習施設の追加・更新、実習指導者の追加と削除〕 

（届出日：令和 7年 8月 1日） 

③ 大学等確認変更届（社会福祉士）〔実習施設の追加、実習指導者の追加・更新と削除〕 

（届出日：令和 7年 11月 25日） 

④ 大学等確認変更届（社会福祉士）〔実習施設の追加、実習指導者の追加・更新と削除〕 

（届出日：令和 8年 2月 3日、令和 8年 8月 1日） 

⑤ 介護福祉士学校変更届（介護福祉士）〔教員の追加と削除・実習施設の追加・実習指導者の

追加と削除〕 

（届出日：令和 7年 4月 29日） 

 



 

 

⑥ 介護福祉士学校変更届（介護福祉士）〔教員の追加と削除・実習施設の追加・実習指導者の

追加と削除〕 

（届出日：令和 7年 9月 22日） 

〔通信教育科〕 

・社会福祉士学校変更届（社会福祉士） 

〔学則変更、実習施設追加・変更〕（届出日：令和 7年 4月 30日） 

 

・社会福祉士学校変更届（社会福祉士） 

〔実習施設追加・変更〕（届出日：令和 7年 7月 29日） 

 

・社会福祉士学校変更届（社会福祉士） 

〔実習施設追加・変更〕（届出日：令和 8年 2月 5日） 

 

 

 (3) 東京都関係 

 

〔通信教育科〕 

・精神保健福祉士養成施設等変更届（精神保健福祉士短期） 

〔学則変更、実習施設追加、変更〕（届出日：令和 7年 4月 22日） 

 

・社会福祉主事養成機関変更届（社会福祉主事） 

〔学則変更〕（届出日：令和 7年 4月 28日） 

 

・社会福祉主事養成機関変更申請書（社会福祉主事） 

〔面接授業会場等（教室）追加〕（届出日：令和 7年 9月 16日） 

 

・精神保健福祉士養成施設等変更届（精神保健福祉士短期） 

〔実習施設追加・変更〕（届出日：令和 7年 9月 4日） 

 

・精神保健福祉士養成施設等変更届（精神保健福祉士短期） 

〔実習施設追加・変更〕（届出日：令和 7年 10月 29日） 



２６　財務の概要

（1）　決算の概要

① 貸借対照表関係

ア） 貸借対照表の状況と経年比較

（単位：円）

3年度 4年度 5年度 6年度 ７年度

固定資産 3,522,645,293 3,460,070,543 3,415,019,305 3,408,047,178 3,429,461,102

流動資産 1,099,584,989 954,760,539 812,408,100 554,779,191 336,904,796

資産の部合計 4,622,230,282 4,414,831,082 4,227,427,405 3,962,826,369 3,766,365,898

固定負債 398,857,150 335,092,474 307,060,884 329,970,899 343,389,642

流動負債 486,973,423 474,419,008 470,544,866 395,274,444 509,975,020

負債の部合計 885,830,573 809,511,482 777,605,750 725,245,343 853,364,662

基本金 3,234,402,803 3,292,049,656 3,308,868,000 3,318,313,556 3,364,950,775

繰越収支差額 501,996,906 313,269,944 140,953,655 ▲ 80,732,530 ▲ 451,949,539

純資産の部合計 3,736,399,709 3,605,319,600 3,449,821,655 3,237,581,026 2,913,001,236

負債及び純資産の部合計 4,622,230,282 4,414,831,082 4,227,427,405 3,962,826,369 3,766,365,898

イ） 財務比率の経年比較

3年度 4年度 5年度 6年度 ７年度

運用資産余裕比率（年） 2.4年 2.4年 2.0年 1.9年 1.5年

流動比率 225.8% 201.2% 172.7% 140.4% 66.1%

総負債比率 19.2% 18.3% 18.4% 18.3% 22.7%

前受金保有率 290.2% 287.0% 232.3% 168.5% 99.4%

基本金比率 102.4% 104.2% 104.8% 105.1% 106.6%

積立率 155.9% 150.6% 143.3% 129.9% 162.2%



②資金収支計算書関係

ア）資金収支計算書の状況と経年比較

（単位：円）

収入の部 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

学生生徒等納付金収入 897,952,950 837,507,650 756,807,650 725,837,700 676,394,550

手数料収入 23,379,418 16,236,956 15,102,766 16,929,561 15,660,068

寄付金収入 6,711,400 3,100,900 9,907,800 8,166,200 19,180,000

補助金収入 453,183,590 430,178,706 440,123,470 449,957,505 558,438,024

付随事業・収益事業収入 117,265,248 107,285,459 95,935,410 102,678,280 99,415,667

受取利息・配当金収入 4,728,380 4,689,399 3,912,966 3,521,181 2,790,091

雑収入 7,652,674 7,732,636 7,212,292 6,122,687 11,275,711

前受金収入 351,973,899 307,739,964 328,025,217 297,603,050 302,780,600

その他の収入 411,042,237 133,248,757 83,933,211 36,727,079 59,686,357

資金収入調整勘定 ▲ 425,991,665 ▲ 378,337,651 ▲ 328,539,214 ▲ 354,091,282 ▲ 320,442,641

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 1,122,663,906 1,080,790,193 931,253,074 793,595,354 525,457,135

収入の部合計 2,970,562,037 2,550,172,969 2,343,674,642 2,087,047,315 1,950,635,562

支出の部 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

人件費支出 884,783,364 955,168,762 937,260,840 892,950,890 958,532,229

教育研究経費支出 432,161,815 417,478,864 385,270,993 419,285,844 451,401,531

管理経費支出 164,104,606 189,856,441 152,896,617 161,099,979 160,075,032

施設関係支出 8,403,450 13,618,220 0 3,894,000 0

設備関係支出 41,780,160 39,974,379 15,717,102 16,708,501 54,891,409

資産運用支出 34,882,856 37,176,959 36,720,778 21,877,887 29,872,964

その他の支出 419,778,605 96,654,851 134,028,614 114,204,208 66,797,045

資金支出調整勘定 ▲ 96,123,012 ▲ 131,008,581 ▲ 111,815,656 ▲ 68,431,129 ▲ 84,689,947

期末未払金 ▲ 95,748,872 ▲ 130,374,681 ▲ 110,959,443 ▲ 67,267,633 ▲ 82,724,818

前期末未払金 ▲ 374,140 ▲ 633,900 ▲ 856,213 ▲ 1,163,496 ▲ 1,965,129

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 1,080,790,193 931,253,074 793,595,354 525,457,135 313,755,299

支出の部合計 2,970,562,037 2,550,172,969 2,343,674,642 2,087,047,315 1,950,635,562



イ）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較

（単位：円）

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

教育活動による資金収支

教育活動資金収入計 1,506,145,280 1,402,042,307 1,325,089,388 1,309,691,933 1,380,364,020

教育活動資金支出計 1,481,049,785 1,562,504,067 1,475,428,450 1,473,336,713 1,570,008,792

差引 25,095,495 ▲ 160,461,760 ▲ 150,339,062 ▲ 163,644,780 ▲ 189,644,772

調整勘定等 ▲ 35,287,280 ▲ 13,636,807 2,015,468 ▲ 89,049,516 30,664,834

教育活動資金収支差額 ▲ 10,191,785 ▲ 174,098,567 ▲ 48,323,594 ▲ 252,694,296 ▲ 158,979,938

施設整備等活動による資金収支

施設整備等活動資金収入計 0 0 0 0 0

施設整備等活動資金支出計 50,183,610 53,592,599 15,717,102 20,602,501 54,891,409

差引 ▲ 50,183,610 ▲ 53,592,599 ▲ 15,717,102 ▲ 20,602,501 ▲ 54,891,409

調整勘定等 3,583,797 ▲ 671,522 ▲ 635,496 4,168,585 ▲ 2,412,310

施設整備等活動資金収支差額 ▲ 46,599,813 ▲ 54,264,121 ▲ 16,352,598 ▲ 16,433,916 ▲ 57,303,719

▲ 56,791,598 228,362,688 ▲ 164,676,192 ▲ 269,128,212 ▲ 216,283,657

その他の活動による資金収支

その他の活動資金収入計 55,015,815 119,857,563 65,194,925 22,867,880 35,770,383

その他の活動資金支出計 40,097,930 41,031,994 38,176,453 21,877,887 31,188,562

差引 14,971,885 78,825,569 27,018,472 989,993 4,581,821

調整勘定等 0 0 0

その他の活動資金収支差額 14,917,885 78,825,569 27,018,472 989,993 4,581,821

▲ 41,873,713 ▲ 149,537,119 ▲ 137,657,720 ▲ 268,138,219 ▲ 211,701,836

前年度繰越支払資金 1,122,663,906 1,080,790,193 931,253,074 793,595,354 525,457,135

翌年度繰越支払資金 1,080,790,193 931,253,074 793,595,354 525,457,135 313,755,299

ウ）財務比率の経年比較

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

▲ 0.7% ▲ 12.4% ▲ 11.2% ▲ 19.3% ▲ 11.5%

支払資金の増減額（小計+その他の活動資金収支差額）

教育活動資金収支差額比率

科　目

小計（教育活動資金収支差額+施設整備等活動資金収支差額）



③事業活動収支決算書関係

ア）事業活動収支決算書の状況と経年比較 （単位：円）

科目 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

学生生徒等納付金 897,952,950 837,507,650 756,807,650 725,837,700 676,394,550

手数料 23,379,418 16,236,956 15,102,766 16,929,561 15,660,068

寄付金 6,711,400 3,100,900 10,265,993 8,627,978 19,616,027

経常費等補助金 453,183,590 430,178,706 440,123,470 449,957,505 558,438,024

（うち委託費） ▲ 423,113,100 ▲ 418,567,400 ▲ 429,686,900 ▲ 437,408,000 ▲ 454,585,000

付随事業収入 117,265,248 107,285,459 95,935,410 102,678,280 99,415,667

雑収入 7,652,674 7,732,636 7,212,292 6,122,687 11,275,711

教育活動収入計 1,506,145,280 1,402,042,307 1,325,447,581 1,310,153,711 1,380,800,047

人件費支出 876,348,431 892,300,366 910,125,530 912,719,305 975,421,793

（うち教職員人件費、役員報酬） ▲ 848,591,445 ▲ 84,591,445 ▲ 848,591,445 ▲ 874,465,236 ▲ 835,933,583

（うち退職給与引当金繰入額、退職金） ▲ 35,940,605 ▲ 36,940,605 ▲ 36,940,605 ▲ 38,251,069 ▲ 47,175,631

( うち賞与引当金繰入額） ▲ 92,312,836

教育研究経費支出 465,265,275 453,358,951 417,006,837 447,858,844 475,879,158

（うち減価償却額） ▲ 33,103,460 ▲ 35,880,087 ▲ 31,377,651 ▲ 28,111,222 ▲ 24,041,600

管理経費支出 166,486,734 193,078,705 159,358,742 167,651,399 169,928,519

（うち減価償却額） ▲ 2,382,128 ▲ 3,222,264 ▲ 6,462,125 ▲ 6,551,420 ▲ 9,853,487

徴収不能額等 0 0 0 0 268,870

教育活動支出計 1,508,100,440 1,538,738,022 1,486,491,109 1,528,229,548 1,621,498,340

▲ 1,955,160 ▲ 136,695,715 ▲ 161,043,528 ▲ 218,075,837 ▲ 240,698,293

受取利息・配当金 4,728,380 4,689,399 3,912,966 3,521,181 2,790,091

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0

教育活動外収入計 4,728,380 4,689,399 3,912,966 3,521,181 2,790,091

借入金等利息 0 0 0 0 0

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 0 0 0 0 0

4,728,380 4,689,399 3,912,966 3,521,181 2,790,091

2,773,220 ▲ 132,006,316 ▲ 157,130,562 ▲ 214,554,656 ▲ 237,908,202

資産売却差額 0 0 0 0 0

その他の特別収入 1,385,735 1,016,454 1,917,022 2,343,212 3,625,419

特別収入計 1,385,735 1,016,454 1,917,022 2,343,212 3,625,419

資産処分差額 504,977 90,247 284,405 29,185 100,489

その他の特別支出 0 0 0 0 90,196,518

特別支出計 504,977 90,247 284,405 29,185 90,297,007

880,758 926,207 1,632,617 2,314,027 ▲ 86,671,588

〔予備費〕 0 0 0 0 0

3,653,978 ▲ 131,080,109 ▲ 155,497,945 ▲ 212,240,629 ▲ 324,579,790

▲ 44,434,985 ▲ 57,681,013 ▲ 18,034,172 ▲ 11,457,479 ▲ 52,413,719

▲ 40,781,007 ▲ 188,761,122 ▲ 173,532,117 ▲ 223,698,108 ▲ 376,993,509

542,260,858 501,996,906 313,269,944 140,953,655 ▲ 80,732,530

517,055 34,160 1,215,828 2,011,923 5,776,500

501,996,906 313,269,944 140,953,655 ▲ 80,732,530 ▲ 451,949,539

1,512,259,395 1,407,748,160 1,331,277,569 1,316,018,104 1,387,215,557

1,508,605,417 1,538,828,269 1,486,775,514 1,528,258,733 1,711,795,347

3,653,978 ▲ 131,080,109 ▲ 155,497,945 ▲ 212,240,629 ▲ 324,579,790

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

      人件費比率 58.0% 63.4% 68.5% 69.5% 70.5%

教育研究経費比率 52.8% 50.5% 45.6% 48.9% 48.6%

      管理経費比率 18.9% 21.5% 17.4% 18.3% 17.4%

事業活動収支差額比率 0.2% -9.3% -11.7% -16.1% -23.4%

学生生徒等納付金比率 2.7% 1.8% 1.7% 1.8% 1.6%

経常収支差額比率 0.2% -9.4% -11.8% -16.3% -17.2%

教
育
活
動
外
収
支

収
入

の
部

支
出

の
部

教育活動外収支差額

経常収支差額

区分

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

支
出
の
部

教育活動収支差額

特
別
収
支

収
入

の
部

支
出

の
部

特別収支差額

（参考）

事 業 活 動 収 入 計

事 業 活 動 支 出 計

事 業 活 動 収 支 差 額

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額

基 本 金 組 入 額 合 計

当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

基 本 金 取 崩 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額



（2）その他

①有価証券の状況

②寄附金の状況

８０周年記念事業寄附金を募集している
11,015,000円 （令和8年3月31日時点）

（3）経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策

①現状

②今後の課題

　喫緊の課題である志願者数の確保のため、オープンキャンパスの刷新及び高大連携事業の拡大など全学一丸となっ

て取り組んでいく。

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額種　　類

債券（国債８銘柄） 758,525,919 588,000,000 △ 170,525,919

  事業活動収支の状況は、近年の学生数の減により、主な収入である「学生生徒等納付金」における入学者数の減及

び本年度からの賞与引当金の計上のため令和7年度においては大幅な赤字決算となった。

（単位：円）


